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要 旨
平成１５年度開発政策・事業支援調査（SADEP）「持続可能な上下水道セクターに向けた民活の役割：
中南米のケース」の一環として、ペルー共和国イキトス市（円借款にて上水道整備事業を実施中）を
対象に、上下水道サービスに対する受益者の支払意志額、支払可能額の推計を試みた。
支払意志額は仮想市場法によるアンケート調査、支払可能額は家計調査等、をもとにそれぞれ推計
した。（i）支払意志額は現行料金の約２倍程度、（ii）支払可能額は現行料金をはさんで、１割程度低
い水準から２割程度高い水準の範囲である、との結果が得られた。このことから、上下水道サービス
改善に対する受益者の価値評価は高いが、支払能力の限界ため、事業費の一部をまかなうための料金
水準引上げの余地は限られると考えられる。事業の持続性向上のためには、高い支払意志を顕在化さ
せるための料金徴収徹底、経営効率化によるコスト削減、所得向上に資する地域振興事業の実施など
が必要であろう。
CVMによる推計された支払意志額は、料金水準に対する需要サイドの有用な情報を提供するもの
であり、その限界を考慮しつつ活用が期待される。

Abstract
This study conducted estimates of Willingness to Pay（WTP）and Affordability to Pay

（ATP）of beneficiaries for water and sanitation services in Iquitos City, Peru as part of Special
Assistance for Development Policy and Projects（SADEP）“The Role of Private Sector Participa-
tion（PSP）for Sustainable Water Supply and Sanitation Sectors: The Case of Latin America”in
２００４.

The WTP was estimated through a questionnaire survey in line with Contingent Valuation
Method（CVM）, while the ATP was computed with reference to available data including the
household survey data in the area. The main findings are:（i）WTP is approximately twice of the
current average payment level; and（ii）ATP is roughly in the range from１０％―lower to２０％―
higher than the current average payment level. The implication of this result is that although the
beneficiaries’valuation on the improvement of the water and sanitation services is high, the room
for increasing the tariff level for financing a portion of the project cost would be small due to their
limited payment capacity. Therefore, other means of revenue generation, such as strengthening of
payment collection to realize the expressed high WTP, cost reduction through more efficient op-
eration and management, and regional development activities contributing to the increase of in-
come would be necessary in order to improve the sustainability of the services in the city.
The estimated WTP through CVM is expected to be utilized as useful information of the demand
side on tariff level of services with consideration to its limitations.

仮想市場法（CVM）による上下水道

サービスへの支払意志額の推計
―ペルー共和国イキトス市におけるケース・スタディ―＊１
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古川 茂樹
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＊１ 本稿は、平成１５年度開発政策・事業支援調査（SADEP）『持続可能な上下水道セクターに向けた民活の役割―中南米のケース

―』（�コーエイ総合研究所及び日本工営�への委託調査）の一部をもとに作成したものである。本調査の実施にあたり、�

日本総合研究所 創発戦略センター 井熊均 所長、南山大学経営学部 薫祥哲 教授より指導・助言を頂戴したが、特に薫

祥哲教授には本CVM調査について重点的に指導・助言を頂戴した。なお、上記調査の全体概要は、次号以降の開発金融研究

所報の掲載予定である。

＊２ SADEP調査団員として、本CVM調査を担当。
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はじめに

平成１５年度に実施した開発政策・事業支援調査

（SADEP）「持続可能な上下水道セクターに向け

た民活の役割―中南米のケース」では、中南米の

上下水道セクターの問題点を持続性という観点か

ら分析し、民活導入による問題解決の可能性につ

いて検討した。この中で、上下水道料金の適切な

設定が政治的理由などから困難な場合があるこ

と、また過去のいくつかの事例では民活導入後の

料金上昇が問題となったことも指摘されている。

持続的な上下水道セクターの実現、また民活導入

に当たっては、適切な料金設定が重要であり、そ

の設定根拠も求められている。

開発途上国における上下水道料金の設定方法は

様々であるが、本調査では、家計所得や家計支出

をベースとした受益者の「支払可能額」（Afford-

ability to Pay：ATP）と共に、受益者の「支払

意志額」（Willingness to Pay：WTP）を推計、

受益者負担額（すなわち、料金水準）を検討する

ための基礎データを収集・作成することを試み

た。

本調査ではケース・スタディの対象として、ペ

ルー共和国のイキトス市における上下水道整備事

業を取り上げ、事業持続性の基盤となる適切な受

益者負担額を推計するため、仮想市場法（Contin-

gent Valuation Method：CVM）を活用したアン

ケート調査を２００３年１１月～２００４年１月にかけて

実施した。CVMは、アンケートを用いて上下水

道サービスへの支払意志額を尋ねて環境改善の価

値を推定する手法であり、今回のケースでは、イ

キトス市を対象とした上下水道整備事業による

「水供給および下水処理に対する環境改善への支

払意志額の推定」という形で、CVMを活用し

た＊３。これにより、上下水道サービスに対する支

払意志額の推計も参考にしながら、適正な上下水

道料金のオプションを提供することが可能とな

る。

第１章 調査手法

（１）仮想市場法（Contingent Valuation
Method：CVM）とは

環境経済学の分野では、環境の質の改善や、公

共事業などの社会資本整備による便益を評価する

いくつかの手法が開発されている。こうした非市

場財を評価する代表的な手法として、「代替法」、

「トラベルコスト法（Travel Cost Method：

TCM）」、「ヘドニック法（Hedonic Price Method：

HPM）」、「仮想市場法（Contingent Valuation

Method：CVM）」などがあげられるが、CVMは

評価対象が極めて広いという点で近年、最も普及

している手法の一つである。

CVMはアンケートなどを利用して、環境資源

が改善、もしくは公共財が提供されたときを仮想

的に想定し、その改善に対する支払意志額を直接

聞き出し、それをもとに便益を貨幣価値で評価す

る。米国メーン州の森林レクリエーションを対象

にCVM評価が行われて以来、現在までに２，０００以

上の研究蓄積があると言われている。環境問題へ

の関心の高まりを背景に、アメリカでは８０年代に

入ってから環境保全政策の社会的効果を評価する

ことを目的に、CVMが積極的に導入されるよう

になった＊４。日本においても公共事業の費用対効

果の分析にCVMが用いられる事例が増えつつあ

る。

（２）CVMの理論と活用における留意点

CVMは、人々に環境を保全するため、あるい

＊３ 標記SADEPは、メキシコ、ペルー、コスタリカ、パナマを調査重点対象国とし、うちメキシコ、ペルー、パナマの３カ国で

は円借款事業を対象に民活導入の可能性に関するケース・スタディも実施した。ペルーでは「地方上下水道整備事業（�）」

の対象都市の一つであるイキトス市をケース・スタディの対象とした（借款契約締結２０００年９月。 円借款承諾額７，６３６百万円。

本事業は、同市の他、クスコ市、シクアニ市を対象としている）。CVM調査は、イキトス市を対象としたケース・スタディの

一部であり、同市の上下水道サービスの料金水準について踏み込んだ分析を行ったものである。なお、本事業の同市における

事業内容は下水道事業を含まないが、下水道に対するニーズに鑑み、上水道・下水道の両方を調査対象とした。

＊４ 栗山（１９９８）、栗山（２０００）。

2004年6月 第19号 5



…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

は環境を改善するために、最大幾らまでなら支

払っても構わないか（支払意志額）を質問して環

境の価値を評価する手法である。その理論的根拠

は、経済学の消費者理論に置かれている。環境が

改善される前の現状から改善された後の仮想的状

態への無差別曲線の変化に対応した効用、および

この効用の変化を貨幣価値で評価したものが支払

意志額である。このようにして推計された支払意

志額は、以下のような特徴を持つ。

� 支払意志額は人によって異なる

支払意志額には環境や公共財に対する様々な価

値観が反映されるため、人によって異なる値とな

る。CVMでは、人々の異なる支払意志額の代表

値を推計することで支払意志額を確定する＊５。

� 支払意志額は需要のみで決定される

支払意志額は需要のみで決まるものであり、

CVMは需要サイドの手法であるともいえる。

CVMにおいては、サービスのために投下された

資本といったコストのような供給サイドに対する

評価は、投下資本から提供されるサービスから生

み出される効用に対する回答者の評価となる。供

給サイドは、サービスの供給量と供給コストの関

係を表す供給曲線によって表現され、価格（料金）

は需要曲線と供給曲線の均衡点から求められるこ

ととなる。ただし、支払意志額の推計は料金設定

の基礎となるデータを提供することになる。

� バイアスの存在

CVMの分析結果から推定される支払意志額の

代表値をベースにそのまま現実の料金体系を改定

することはできない。CVMの分析によって推定

される支払意志額はあくまでも「仮想的に」回答

者によって伝えられたシナリオに基づいて表明さ

れた支払意志額であり、後述するいくつかのバイ

アスが存在することを認識すべきである。この中

でも、CVMで表明された支払意志額と、現実の

料金体系によって課金される状況における支払意

志額とは若干の差が認められる。これは、シナリ

オ伝達によるバイアスの中でも予算制約バイアス

と呼ばれるバイアスである。すなわち、表明され

た支払意志額が、実際に課金される時点で、他の

財およびサービスを購入可能金額が低下するとい

う条件（予算制約）を正確に反映していない可能

性がある、ということである。言い換えれば、

CVMの分析結果によって導出されうる需要曲線

は、あくまで仮想状態の需要曲線であり、現実の

需要曲線と若干のずれが生じる可能性がある。こ

のことにより、CVMの分析結果は、そのまま現

実の料金体系に反映できるとは限らないというこ

とがいえる。

� 分析結果の固有性

CVMは、ある時点における、ある一定地域の

回答者固有の環境価値に対する評価を測定する手

法である。すなわち、今回の分析結果は、本調査

の対象であるイキトス市の上下水道ユーザーおよ

び潜在的なユーザーの現時点での支払意志額を代

表する値であり、ペルーの他の地域に適用するこ

とはできない。

以上のようなCVMの特徴と限界を踏まえ、本

調査では、適切な料金体系の基礎となる受益者の

支払意志額の推計を行った＊６。

第２章 ペルー国イキトス市におけ
るCVM調査の実施

CVM調査は、（�）評価対象の情報収集、（�）

母集団の確定およびサンプル抽出、（�）シナリ

オ策定、（�）調査票の作成、（�）フォーカス・

グループ・ミーティングとプリテストの実施、

（�）本格調査の実施、（�）調査結果の分析およ

び支払意志額推定、の７段階の作業から構成され

る。本調査では、まず、イキトス市の上下水道

サービスの現状と上下水道整備事業計画を踏ま

え、母集団を確定し、妥当なシナリオを設定する

＊５ 代表値を推計する方法として、本調査で採用した質問形式である「二項選択方式」においては、間接効用関数を基盤とするラ

ンダム効用モデル、支払意志関数を基盤とするモデル、生存関数を基盤とする生存分析などが使われている。各モデルの詳細

は栗山（１９９８）

＊６ SADEP調査では、推計した支払意志額を参考にして、イキトス市の上下水道サービスの便益評価を行っている。

6 開発金融研究所報
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ことから作業を開始した。

（１）受益対象地区および受益者の概要＊７

本調査の対象地域であるイキトス市は、ペルー

の北東部に位置するロレト県の県都であり、人口

は２００３年の推定で約４２万人である。行政単位と

しては、イキトス地区、プンチャナ地区、べレン

地区、およびサンファン地区の４区に分かれてい

る（図表１）。市内の産業は、観光業、小規模農

業、小規模漁業、農産関連加工業、および木材加

工業などであり、大規模な産業は存在しない。イ

キトス市は、アマゾン川およびその支流であるナ

ナイ川およびイタヤ川に囲まれ、ナナイ川を市民

の上水道の水源としている。ナナイ川は市民の水

浴などの場であるとともに、一部の市民は小規模

な漁業で生計を営んでいる。また、イキトス市の

下水道は、既存の下水管渠を介して、周辺の水域

へ未処理のまま放流されている。イキトス市の地

形は、アマゾン川からナナイ川に向けて傾斜して

おり、市内の下水道の多くはモロナ・コチャ・ラ

グーンと呼ばれる水域を通して、ナナイ川に流入

している。このため、ナナイ川および汚水の集中

するラグーンの汚染が著しい。ラグーンでは、悪

臭、食用魚に起因する皮膚病なども報告されてい

る。

イキトス市では、世帯数の約６０％しか住民登

録がなされておらず、いわゆる住民台帳は十分に

整備されていない。このため、上下水道サービス

の受益者は、イキトス市の上下水道公社の「ユー

ザーおよび潜在ユーザー台帳」から情報を得るこ

ととなった。同台帳には、現在のユーザーおよび

近い将来ユーザーとなる可能性がある約５２，０００

世帯が登録されており、これが最も信頼できる受

益者リストである。このリストにより、イキトス

市ほぼ全域における上下水道へのアクセスの状

況、世帯主の氏名、および住所が確認可能となっ

た。ただし、イキトス空港に近い市内北西部のサ

ンフアン地区は、上下水道本管が未整備であるた

め、同台帳には同地区の多くの世帯が潜在ユー

ザーとして含まれておらず、住民台帳のサンファ

ン地区のデータ（約５，８００世帯）を同台帳に加え

て補完した。

＊７ 本稿では、一般家庭ユーザーを対象とした調査結果を述べる。商業ユーザーの調査結果は、本稿末尾に参考として記した。

図表1 イキトス市の位置及び概略図

出所：SADEP調査団
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（２）母集団の確定およびサンプル抽出

CVMでは、母集団は評価しようとする環境価

値の受益者（今回のケースでは、上下水道サービ

スの受益者）が原則である。母集団の範囲は、イ

キトス市を対象とした上下水道整備事業による上

水道供給サービスおよび下水道処理サービスの受

益者である。前述したように、今回のCVM調査

の受益者リストは、ロレト県上下水道公社から入

手した約５８，０００世帯を含むユーザーおよび潜在

ユーザリストに、イキトス市の住民台帳から得ら

れたサンファン地区の約５，８００世帯を加えて、サ

ンプルを抽出するために必要な母集団を構成する

受益者候補リストとした＊８。

� 上水道サービス受益者の母集団

上水道サービスについては、サンファン地区を

除くイキトス市全域をカバーしているものの、市

の全域に対して以下の問題が存在し、上水道サー

ビスの受益者は以下の２つのグループに類型化さ

れる＊９。図表２は、イキトス市の上水道サービス

受益世帯の状況である。

（�）現在給水管に接続されておらず、水道

サービスが全く提供されていないグループ

（グループ１）

（�）現在水道サービスが提供されているもの

の、限られた給水時間および低い水圧によっ

て不完全な水道サービスしか提供されていな

いグループ（グループ２）

イキトス市全域が何らかの上水道の問題を抱え

ており、国際協力銀行は、地方上下水道整備事業

（�）を通じて、イキトス市の上水道整備事業を

支援している。イキトス市における事業内容は、

表層水を水源とする上水供給補強の確保を目的と

した、上水道施設（取水施設、導水施設、浄水場、

送配水施設等）の新設及びリハビリである。本事

業により、サンファン地区のほぼ全域に対して上

水道サービスを提供するとともに、市内全域の供

給時間が２４時間となり、十分な水圧が確保され、

市内全域が何らかの便益を享受することとなる。

したがって、リストに掲載されている世帯すべて

のユーザーおよび潜在ユーザーを母集団とするこ

ととした。図表３にイキトス市の給水時間別エリ

アの概念図を示す。

� 下水道サービス受益者の母集団

下水道サービスに関しては、市内中心部のほと

んどが下水道へ接続されているものの、下水処理

場はなく、前述したように、生下水がそのままイ

キトス市を取り囲むアマゾン川とその２つの支流

（ナナイ川およびイタヤ川）に放流されている。

下水道サービスの受益者は、以下の３グループに

類型化される。

（�）現在下水道管渠に接続されておらず、下

水道サービスが全く提供されていないグルー

プ（グループ１）

（�）現在下水道管渠に接続されているものの、

降雨などにより汚水があふれるなど、完全な

下水道サービスが提供されていないグループ

（グループ２）

（�）現在下水道管渠に接続されており、汚水

を当該世帯から安全な場所まで運ぶという意

味でサービスが提供されているものの、周辺

河川に生下水道を放流することによる環境悪

化を懸念するという意味で、完全な下水道

サービスが提供されていないグループ（グ

ループ３）

図表４はイキトス市の下水道サービス受益世帯

の状況を示す。

イキトス市下水道事業は、国際協力銀行が支援

＊８ 以下の上下水道受益者のグルーピングは今回のCVM調査の実施・分析において重要であり、本稿においても頻出する。

＊９ サンファン地区のほぼ全域

図表2 イキトス市上水道サービス受益世帯の
状況（２００３年１０月末現在）

サービス・タイプ サービス世帯数� サービス停止中� 登録世帯数�＋�

２４時間給水 １２，７００ ２，３９９ １５，０９９

時間制限給水 １９，７７７ ７，４４０ ２７，２１７

合 計 ３２，４７７ ９，８３９ ４２，３１６

出所：ロレト県上下水道公社資料より作成

8 開発金融研究所報



サンファン地区�

５時間給水�

24時間給水�

３時間給水�

３時間給水�

２～３時間給水�

２時間給水�

３時間給水�

する事業には現在含まれていないが、ロレト県上

下水道公社は、図表５に示す３つのオプションか

らなる下水道整備計画を想定している。このう

ち、オプション２は、下水道処理場を経ず、生下

水道のままアマゾン川に放流する計画である。ア

マゾン川の流量はドイツのライン川の約３００倍と

の報告もあり、イキトス市内に化学物質を排出す

る工場などがほとんど存在しないことからも、ア

マゾン川の浄化能力に問題はなく、（エンジニア

リング的には）下水道処理場の緊急性はあまりな

いようである。しかし、生下水道が多く放流され

ているモロナ・コチャ・ラグーンおよびナナイ川

周辺の住民ではないフォーカス・グループ・ミー

ティングの構成メンバーでさえ、（�）見栄えが

よくない（観光資源に影響を与えるとの意見も

あった）、（�）悪臭がする、（�）取水口の近く

に生下水が放流されているのは問題、といったよ

うな意見が見られる。もちろん、上水道の取水口

のあるナナイ川周辺に居住する住民で、下水道処

理の必要性に言及する市民は多い。

このように、アマゾン川の汚染を回避するため

図表3 イキトス市の給水時間別エリア概念図

出所：SADEP調査団

図表5 仮想される下水道事業のオプション

オプション 処 理 場 ポンプ場

オプション１ 有 ６カ所

オプション２ 無 ６カ所

オプション３ 有 ３カ所

出所：ロレト県上下水道公社

図表4 イキトス市の下水道サービス受益世帯
の状況

世 帯 の タ イ プ サービス世帯数（件）

接続世帯数 ３２，４９８

登録されているものの老朽化などによ
り接続していない世帯数（要リハビリ）

２，４４４

接続登録世帯数合計 ３４，９４２

出所：ロレト県上下水道公社
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に、下水道管渠・ポンプ場の整備だけではなく、

下水処理場を含む市全域を対象とするプロジェク

ト（オプション１）を想定し、下水道に接続し、

満足している世帯をも含むユーザーを母集団とす

ることとした。

� サンプルの抽出

サンプル数を決定する際に最も重要な検討項目

は、推定された支払意志額の統計誤差は許容範囲

内かという点である。もちろん、推定誤差はサン

プル数が増えると低下していく傾向があるが、サ

ンプル数が１，０００以上になると推定誤差はほとん

ど減少しなくなることがわかっている。最近の研

究によれば、支払意志額推定の統計的信頼性を担

保するためには、「一段階二項選択方式（シング

ルバウンド）」で６００、「二段階二項選択方式（ダ

ブルバウンド）」で４００以上のサンプル数があれば

よいとされている。前述したように、上水道・下

水道サービスとも、対象グループが複数であるこ

とから、各グループにおいて最低限のサンプル数

を確保するために、サンプル抽出数を１，０００とし

た。

サンプルの抽出方法については、「単純無作為

抽出方法」、「系統抽出法」、「多段抽出法」、「層別

抽出法」などの方法がある。最も精度がよい方法

は「層別抽出法」であるが、対象地域の層の作成

に必要な家計情報が事前に入手できなかったた

め、母集団リストから乱数を用いて無作為に抽出

する「単純無作為抽出法」を採用した。

（３）シナリオ策定

調査票の最も基本的な構成要素であるシナリオ

を策定するために、上下水道整備事業による仮想

的状態を設定する。今回のケースのシナリオにつ

いては、現在の状態は、「上水道サービスが供給

されていない」、もしくは給水制限や低い水圧の

ため「満足のいく上下水道サービスが供給されて

いない」状態であり、仮想的状態は上下水道整備

事業の実施によって「満足のいく上下水道サービ

スが供給された」状態である。ここで重要な点は、

回答者がイキトス市の一般市民であるため、現在

の状態および仮想的状態をわかりやすく伝達する

ことである。そのため、ペルー国立衛生事業監督

庁（SUNASS）およびロレト県上下水道公社か

ら上下水道サービスに関する一般ユーザー用の広

報資料を入手し、シナリオ説明に活用した。

（４）調査票の作成

調査票のデザインに関しては、シナリオ説明部

分同様、回答者がイキトス市の一般市民であるこ

とに留意し、回答ストレスを軽減するために、で

きるだけ理解が容易な形式とした。また、イキト

ス市の現地事情に加えて、後述するフォーカス・

グループ・ミーティングおよびプリテストの結果

を十分考慮し、調査票を適宜修正した。調査票最

終版には以下の設問が含まれる。

� 上水道供給の現状

� 下水道処理の現状

� 現状の上水道供給サービスへの評価

� 給水時間帯および給水圧力の現状

� 現状の下水道処理サービスへの評価

� 上水道消費量および需要量

� 水因性疾病の現状

� 上水道供給サービスへの支払意志額

	 下水道処理サービスへの支払意志額


 その他公共料金の支払額

� シナリオへの理解度

� 回答者および世帯主の基本的プロファイル

 世帯月額所得額および世帯月額貯蓄額

このうち、支払意志額を尋ねる設問は、CVM

調査票の中で最も重要な部分であり、その手法に

は、「自由回答形式」、「付け値ゲーム形式」、「支

払いカード形式」、「二項選択方式」などがある。

今回は、最も一般的に用いられている「二項選択

方式」を採用した。「二項選択方式」には、１回

のみ金額を提示する「一段階二項選択方式（シン

グルバウンド）」および２回金額を提示する「二

段階二項選択方式（ダブルバウンド）」がある。

本調査では、サンプル数が少なくても比較的良好

な推定結果が得ることのできる「二段階二項選択

方式（ダブルバウンド）」を採用した。

調査票に基づく調査方式は、十分な調査スタッ

フが確保できるということもあり、直接面接方式

を採用した。面接調査においては、調査スタッフ

10 開発金融研究所報
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の質が調査結果の質に大きく影響することから、

スタッフのトレーニングを重視し、イキトス市の

大学生１０名を雇用して、十分トレーニングを実施

した。

（５）フォーカス・グループ・ミーティン
グおよびプリテストの実施

本格的な調査を実施する前に、フォーカス・グ

ループ・ミーティングおよびプリテストを実施す

ることがCVM調査では必要不可欠である。これ

らのミーティングおよびテストにおける確認事項

は、一般的なアンケート調査全般に該当する事

項、およびCVM特有の事項に分けられる。前者

は、（�）回答者は設問を誤解していないか、（�）

回答者は設問を理解できるか、（�）選択肢は適

切か、（�）無効回答が多い設問はないか、（�）

全ての回答者が同一の回答をしていないか、など

のチェック項目がある。後者は、（�）評価シナ

リオを回答者は理解可能か、（�）提示額は妥当

か、（�）抵抗回答はどのくらいか、などがある。

� フォーカス・グループ・ミーティング

母集団から無作為に選ばれた１０人の世帯主（１

名は当日欠席）を構成員とするフォーカス・グ

ループを対象に、自由にディスカッションする形

式で、調査目的・シナリオに対する理解度など、

調査票の問題点を明らかにした。ミーティング

は、全員が集まったうえでのディスカッションに

加えて、その後各世帯主との個別面談を実施する

ことにより、２段階で行われた。

� プリテストの実施

プリテストは、母集団から無作為抽出によって

選ばれた受益者を対象に、実際の調査票ドラフト

をもとに２回実施され、それぞれ５０世帯がインタ

ビューされた。

（６）調査票の修正および最終設計

フォーカス・グループ・ミーティングおよび２

回のプリテストの結果を踏まえて、調査票の最終

版を作成した。調査票の最終版は、スペイン語の

イキトス方言に翻訳された。

フォーカス・グループ・ミーティングおよびプ

リテストに参加したイキトス市民の意識は非常に

高く、上水道・下水道ともどのようなシステムで

サービスが提供されているかをよく理解してお

り、シナリオの理解に対しては問題がないものと

思われた。前述した上水道においては２つのグ

ループ、下水道においては３つのグループによっ

てそれぞれ現状が違うため、最終的なシナリオ

は、上水道、下水道の受益者各グループ（上水道

２グループ、下水道３グループ）に分けられるそ

れぞれの現状をベースラインに、「満足のいく

サービス」を仮想的状態として想定した。

ここでは、フォーカス・グループ・ミーティン

グおよびプリテストの結果を踏まえ、最終的な調

査実施にあたって特に留意した、グループごとの

提示額における設問方式、支払意志額の提示額に

関する設問、バイアスの除去、について述べる。

� グループごとの提示額における設問方式につ

いて

現状の違いによる上水道２グループ、下水道３

グループそれぞれのシナリオに応じて、提示額に

おける設問を以下のように設計した＊１０。これら

のグループのそれぞれに対して、プリテストの結

果から作成された適切な水準の第一回および第二

回提示金額の組み合わせの複数バージョンを適用

する（次の�に提示金額を示す）。

（�）上水道サービス

・グループ１の世帯：あなたの世帯は、現在水道

サービスを受けていないので、現在上下水道公

社に水道料金を払っていません。ご説明した

「満足のいく水道サービス」が受けられるとし

たら、新規に月額 ソル支払うことに賛成です

＊１０ いずれも、サービス向上により、新規に支払うべき金額、現在の支払額に対する追加的支払額を質問している点に注意を要する。

ソル（sol）はペルーの通貨単位。本調査では１米ドル＝３．４５ソル＝１０５円（２００４年１月３１日のレート）とした。
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か反対ですか？この際、この額が現在の家計出

費月額に上乗せされること、上下水道公社以外

に水を調達するための費用がかかっている場合

は、その額が現在の家計出費月額から減少する

ことにご注意下さい。

・グループ２の世帯：あなたの世帯は、現在上下

水道公社に月額 ソルを水道料金として支払っ

ています。しかしながら、給水時間・水圧など

は満足のいくものではありません。ご説明した

「満足のいく水道サービス」が受けられるとし

たら、追加で月額 ソル支払うことに賛成です

か反対ですか？この際、この額が現在の家計出

費月額に上乗せされること、上下水道公社以外

に水を調達するための費用がかかっている場合

は、その額が現在の家計出費月額から減少する

ことにご注意下さい。

（�）下水道サービス

・グループ１の世帯：あなたの世帯は、現在下水

道に接続していないので、上下水道公社に下水

道料金を払っていません。ご説明した「満足の

いく下水道サービス」が受けられるとしたら、

新規に月額 ソル支払うことに賛成ですか反対

ですか？この際、この額が現在の家計出費月額

に上乗せされることにご注意ください。また、

すべての汚水は、衛生的な処理を経てアマゾン

川に放流されることにも再度ご注意ください。

・グループ２の世帯：あなたの世帯は、現在上下

水道公社に月額 ソルを下水道料金として支

払っています。しかしながら、降雨時に汚水が

あふれるなど現在の下水道サービスは満足のい

くものではありません。ご説明した「満足のい

く下水道サービス」が受けられるとしたら、追

加で月額＿ソル支払うことに賛成ですか反対で

すか？この際、この額が現在の家計出費月額に

上乗せされることにご注意ください。また、す

べての汚水は、衛生的な処理を経てアマゾン川

に放流されることにも再度ご注意下さい。

・グループ３の世帯：あなたの世帯は、現在上下

水道公社に月額 ソルを下水道料金として支

払っています。また、あなたはあなたの世帯の

汚水が安全な場所まで運ばれているという意味

で現在のサービスに満足しておられます。しか

しながら、その汚水は処理されず周辺の川にそ

のまま放流されています。もし、すべての下水

道が、衛生的な処理を経てアマゾン川に放流さ

れるとすれば、追加で月額 ソル支払うことに

賛成ですか反対ですか？この際、この額が現在

の家計出費月額に上乗せされることにご注意下

さい。

� 支払意志額の提示額の適用バージョンについて

イキトス市の場合、ごく少数の富裕層と大多数

の一般家庭に分かれており、フォーカス・グルー

プ・ミーティングにおける個別インタビューおよ

びプリテストおいては、上下水道料金への支払意

志額は狭いレンジに集中しており、「あまり高い

金額を提示しても住民の支払意志額は限られてお

り、一部の大消費ユーザーを除いては、全員が

NOという結果になってしまう」との意見が大多

数を占めた。この点を考慮し、前述したプリテス

トの結果に基づき、上水道および下水道サービス

それぞれのグループ別に、図表６および図表７に

グループ グループ１ グループ２

サンプル数 ２９５ ７０５

上水道への接続 未接続 接続済み

サービスへの満足度 不満足 不満足

バージョン Ver.１ Ver.２ Ver.３ Ver.１ Ver.２ Ver.３

１回目の提示金額（ソル） ２０ ２５ ３０ ５ １０ １５

２回目（Yesの場合） ２５ ３５ ４０ １０ １５ ２０

２回目（Noの場合） １０ １５ ２０ ３ ５ １０

出所：SADEP調査団

図表6 支払意志額の設問に適用される提示額バージョン（上水道サービス）
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示す支払意志額に係る設問に適用する提示額の

バージョンを作成した＊１１。

� バイアスの除去

今回のCVM調査で想定されるバイアスおよび

それらへの対応を、図表８に要約した。今回の

ケースでは、「国際協力銀行による円借款事業が

実施される」との情報から、「支払意志額を過小

表明しようとの誘因が働く」いわゆる戦略バイア

ス、および二段階二項選択方式特有の「質問者が

最初に提示した金額が下方バイアスとして回答に

影響する」いわゆる開始点バイアスが懸念される。

これらのバイアスを除去するために、プリテスト

においてバイアスの有無をチェックするととも

に、バイアスを可能な限り除去するように質問表

を修正した。

（７）本格調査の実施

調査スタッフ１０名をトレーニングした後、

（�）調査票一式、（�）調査地域の地図および回

答者の住所リスト、（�）調査マニュアル、（�）

調査員のIDカード（イキトス市長のサイン入り

のもの）、などを調査スタッフに携行させ、本格

調査を実施した。目標サンプル数に対する回収率

は、質問表が回収できなかった場合にサンプリン

グを繰り返すことにより、一般ユーザー１，０００サ

ンプル・商業ユーザー２００に対して、それぞれ

１００％を確保した。

データ収集後は、アンケート結果をチェック、

コーディングおよび集計し、調査結果のデータ

ベースを作成、以下の手順で分析が実施された。

� 単純集計・クロス集計・基本統計の計算

（回答者のプロファイルの把握）

� 支払意志額の推定

� 信頼性の検証（統計的テストによる支払意

志額の妥当性の検証）

� 支払意志額に影響を与える要因の解析

データ分析には、二段階二項選択方式のデータ

に対応している「CVM２００２」という統計アプリ

ケーション・ソフトを活用した。二段階二項選択

方式におけるCVMの推定モデルには、「ランダム

効用モデル」、「支払意志額関数モデル」、「生存分

析」などがあるが、CVM２００２は生存分析に対応

しており、プログラミングを必要としないという

特徴を持つ。また、CVM２００２は二段階二項選択

方式のデータ・セットに対して、基本統計値の計

算、クロス集計、意志額の平均値・中央値の推

定、信頼性の検証、支払意志額の要因解析（属性

との回帰分析）などを行うことができる。

推定の具体的な手法は、特定の分布関数を仮定

し分析する「パラメトリック法」が採用し、ワイ

ブル分布などの分布関数を仮定した受諾率曲線か

ら導出される支払意志額の推定値を求めた（Box

図表7 支払意志額の設問に適用される提示額バージョン（下水道サービス）

グループ グループ１ グループ２ グループ３

サンプル数 ３８３ ２７４ ３４３

下水道への接続 未接続 接続済み 接続済み

サービスへの満足度 不満足 不満足
満足（周辺河川への下水道の放
流に関して不満足）

バージョン Ver.１ Ver.２ Ver.３ Ver.１ Ver.２ Ver.３ Ver.１ Ver.２ Ver.３

１回目の提示金額（ソル） １０ １５ ２０ ５ １０ １５ ４ ６ ８

２回目（Yesの場合） １５ ２０ ２５ １０ １５ ２０ ６ ８ １０

２回目（Noの場合） ５ １０ １５ ３ ５ １０ ２ ４ ６

出所：SADEP調査団

＊１１ 本格調査では、ユーザー台帳から乱数表によりランダムにサンプリングされた回答者を順番に並べ、Ver. １、Ver. ２、Ver. ３

を循環形式で適用した（すなわち、サンプル１（Ver.１）、サンプル２（Ver.２）、サンプル３（Ver.３）、サンプル４（Ver.１）、

サンプル５（Ver. ２）、サンプル６（Ver. ３）、サンプル７（Ver. １）、…）。これにより、各バージョンを無作為に適用すること

となる。
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を参照）。

Box：ワイブル・モデル

CVM調査の支払意志額の推定に際し、減

衰曲線（受諾率曲線）に対数ロジスティック

関数などの特定の分布関数を仮定するモデル

が、「パラメトリック・モデル」と呼ばれる。

一方、分布関数を仮定しないモデルは、「ノ

ンパラメトリック・モデル」と呼ばれる。「パ

ラメトリック・モデル」は、分布関数による

影響を受けるという欠点はあるが、支払意志

額の中央値の点推定が得られることと、支払

意志額の要因を分析できる（フルモデルによ

る推定が可能）という大きな利点がある。

「パラメトリック・モデル」には、支払意

志額の分布を対数ロジスティック分布とした

もの、対数正規分布としたもの、およびワイ

ブル分布としたものの３種類に分類される。

これらを、それぞれ対数ロジスティック・モ

デル、対数正規モデル、およびワイブル・モ

デルという。

ワイブル分布の密度関数は以下のとおりで

ある。

f（WTP）＝p.γ／p.λ（WTP／p.λ）p．γ－１

図表8 想定されるバイアス一覧および対応

バ イ ア ス の 種 類 可能性 対 応

ゆがんだ回答を行う誘因によるもの

戦略
バイアス

環境財が供給されることは決まっているが、表明
した金額に応じて料金が決まるならば過小表明しよ
うとの誘因。

○
日本のリサーチ機関の中立的な調査であるとの表
現で、円借款事業が実施されるとの情報を遮断し、
バイアスを除去。

追従
バイアス

相手に喜ばれるような回答をしようとの誘因。調
査機関バイアスと質問者バイアスがある。

△
追従バイアスは見られなかった。

評価の手がかりとなる情報によるもの

開始点
バイアス

質問者が最初に提示した金額が回答に影響する。
○

可能性はあるものの、回答者はシナリオを十分理
解し、開始点バイアスの影響は認められない。

範囲
バイアス

支払意志額の範囲を示すと、それが回答に影響す
る。

×
ダブルバウンド方式であるので、無関係。

関係
バイアス

評価対象と他の財との関係を示すと、それが回答
に影響する。

×
他の公共財との関係は明示されていない。

重要性
バイアス

質問内容が評価対象の重要性を暗示すると、それ
が回答に影響する。

△
評価対象は、事実のみに基づき客観に表現されて
いる。

シナリオ伝達ミスによるもの

理論的
伝達ミス

シナリオが経済理論的あるいは政策的に妥当では
ない。

△
上下水道整備計画は、政策的に極めて妥当。

評価対象
伝達ミス

回答者の受け取った内容が質問者の意図したもの
とは異なる。

△
回答者は、シナリオを極めて正確に理解。

状況伝達
ミス

提示する仮想的市場の状況が調査者の意図したも
のとは異なる。

△
回答者は、シナリオを極めて正確に理解。

サンプル設計とサンプル実施バイアス

母 集 団
選択

選択された母集団が、評価対象財の便益や費用が
及ぶ範囲から見たときに不適切。

△
母集団は便益が及ぶ受益者をすべてカバー。

サンプル
抽出枠

サンプル抽出に用いるデータが、母集団のすべて
を反映していない。

△
母集団のほぼすべてを反映。

サンプル
選択

評価対象についての関心が高いほど有効回答が高
くなる傾向がある。

△
評価対象への関心は高く、関心の差は住民間で認
められない。

注）○：懸念されるバイアス、△：可能性のあるバイアス、×：ほとんど可能性のないバイアス
出所：SADEP調査団
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…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………

exp｛－（WTP／p.λ）p.γ｝

ここで、WTPは支払意志額であり、p.γお

よびp.λは仮定される分布のパラメーターで

ある。

対数ロジスティック・モデルは、分布形の

裾の部分が広く、平均値が高めに出る傾向が

ある。一方ワイブル関数は非常に柔軟な関数

であり、多くのデータで良好な結果が得られ

るとされている。

第３章 調査結果の分析

（１）基本統計量および概況

一般ユーザー１，０００サンプルの基本統計量を図

表９のように算出した。基本統計量は、調査票の

質問項目のユーザー・プロファイルにつき、サン

プル合計、上水道・下水道グループ別、および４

つの区別ごとに、最小値・最大値・平均値・標準

偏差を集計した。

これらの数量的なデータおよびクロス集計した

質的データから読み取れる平均的な受益者のプロ

ファイルは、以下のとおり要約される。

（�）回答者の平均年齢は４１．３歳であり、その世

帯人数は平均５．８人である。

（�）世帯は月額８５２．４ソルの収入を得ており、

このうち約５．５％の４６．９ソルを貯蓄に廻してい

る。

（�）家族一人あたりの月・上水道使用量および

月額上水道料金支払額は、それぞれ９５２リット

ル、２０．８ソルである。これは、月額収入の

２．４４％に相当する＊１２。

（�）給水時間は１２．７時間に制限されており、一

日の約半分の時間は給水されていない。

（�）家族一人あたりの月額下水道料金支払額は、

６．５ソルである。これは、月額収入の０．７６％に

相当する。

（�）他の公共料金として、上下水道料金の約２

倍の月額４９．２ソルの電気料金を支払っている。

上記の基本的プロファイルに加えて、クロス集

計から読み取れる主なプロファイルは以下のとお

りである。

� 上下水道サービスの現状

上水道への接続比率は、全体で７０．７％であっ

た。また、下水道に接続していない下水道グルー

プ１における上水道への接続比率は３８．３％と他

のグループと比較して極端に低く、上水道サービ

ス未接続と下水道サービス未接続の世帯がリンク

していることがわかる。漏水率は３．１％とほとん

どみられず、メーターの設置率は２２．７％にとど

まっている。上水道未接続のグループ１の世帯の

代替水源として、井戸が６０．３％の世帯で利用さ

れている。下水道への接続比率は、６１．５％であ

り、家庭内にトイレが設置されている世帯は全体

の６９．９％であった。当然のことながら、下水道

に未接続の下水道グループ１の家庭内にトイレが

設置されている比率は、２３．０％と低い水準にと

どまっている（図表１０）。

上水道サービス
月額使用量

（立方メートル）

イキトス市適用料金

（ソル／立方メートル）
最低使用量

（立方メートル／月）

一般ユーザー ０～２０ ０．９５６ ８．０

２１～３０ １．４６３

３１～ １．５５８

商業ユーザー ０～３０ ０．６８４ １２．０

３１～ １．１０９

工業ユーザー ０～６０ ０．６６１ ２４．０

６１～ １．０５１

下水道サービス 一律、水道料金の３０％を課金

＊１２ イキトス市上下水道料金表（出所：ロレト県上下水道公社）
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図表9 一般ユーザー１，０００サンプルの基本統計量

種 別
基 本
統 計 量

サンプル
合計

上水道グループ 下水道グループ 区

１ ２ １ ２ ３ Belen Iquitos Pun Chana San Juan

サンプル数 １，０００ ２９５ ７０５ ３８３ ２７４ ３４３ ２５１ ４９８ １５１ １００

年齢（歳） 最 小 値 １４．０ １４．０ １５．０ １４．０ １５．０ １５．０ １８．０ １５．０ １４．０ １５．０

最 大 値 １００．０ ８１．０ １００．０ ８１．０ ８２．０ １００．０ ８１．０ １００．０ ７９．０ ７５．０

平 均 値 ４１．３ ３８．７ ４２．４ ３８．３ ３９．８ ４６．０ ４４．２ ４２．６ ３９．３ ３６．０

標準偏差 １５．７ １４．７ １５．９ １３．９ １５．０ １６．９ １４．７ １６．４ １５．２ １２．１

世帯人数
（人）

最 小 値 １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０

最 大 値 ２０．０ １８．０ ２０．０ １５．０ ２０．０ １８．０ １２．０ １８．０ ２０．０ １３．０

平 均 値 ５．８ ５．８ ５．８ ５．９ ５．９ ５．７ ５．６ ５．８ ６．２ ５．３

標準偏差 ２．７ ２．４ ２．８ ２．５ ２．８ ２．８ ２．４ ２．７ ２．８ ２．４

月額収入
（ソル）

最 小 値 ６０．０ ６０．０ ８０．０ ６０．０ １００．０ ８２．０ ８０．０ ８２．０ ７４．０ ６０．０

最 大 値 ５，０００．０ ２，０００．０ ５，０００．０ ４，５００．０ ５，０００．０ ５，０００．０ ２，５００．０ ５，０００．０ ４，５００．０ ４，５００．０

平 均 値 ８５２．４ ５７８．３ ９５８．８ ６１９．２ １，０４２．３ ９４４．８ ６５６．１ ９８３．１ ７１３．０ ９０３．１

標準偏差 ７５３．４ ４０８．０ ８２５．９ ４９０．５ ９１８．４ ７７１．２ ４５６．１ ８６８．５ ６６１．６ ７１３．０

月額貯蓄
（ソル）

最 小 値 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０

最 大 値 ３，０００．０ ６００．０ ３，０００．０ ２，０００．０ ３，０００．０ １，０００．０ １，０００．０ ３，０００．０ ３，０００．０ ６００．０

平 均 値 ４６．９ ３６．５ ５１．０ ４２．７ ７１．１ ３２．０ ３１．３ ４１．３ ６６．３ ６９．６

標準偏差 ２１８．５ ９２．７ ２５０．８ １５７．０ ３５０．４ １０８．０ １０９．８ ２２６．６ ３１６．８ １４４．１

上水道使
用量
（リット
ル／人／
月）

最 小 値 ２１．０ ３８．０ ２１．０ ３８．０ ２１．０ ２６．０ １１３．０ ２６．０ ２１．０ ３８．０

最 大 値 ８，７００．０ ８，７００．０ ７，５００．０ ８，７００．０ ７，５００．０ ６，０００．０ ６，０００．０ ７，５００．００ ８，７００．０ ６，０００．０

平 均 値 ９５２．０ ９６５．３ ９４４．５ ８０２．０ １，０１７．２ １，０９３．３ ９５８．１ ９８５．７ １，００６．７ ６８２．７

標準偏差 １，１０５．８ １，０９８．１ １，１１０．０ ９３０．７ １，２４７．１ １，１７９．５ ８８７．７ １，２７３．０ １，０６０．８ ８２０．５

給水時間
（時間）

最 小 値 １．０ n.r. １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０ １．０

最 大 値 ２４．０ n.r. ２４．０ ２４．０ ２４．０ ２４．０ ２４．０ ２４．０ ２４．０ ２４．０

平 均 値 １２．７ n.r. １２．７ １２．４ １４．５ １１．３ ６．１ １５．９ ７．３ １１．３

標準偏差 ９．１ n.r. ９．１ ９．０ ９．１ ８．９ ４．８ ８．８ ７．７ ８．２

月額上水
道料金
（ソル）

最 小 値 ３．０ n.r. ３．０ ３．０ ７．０ ４．２ ７．７ ７．０ ４．２ ３．０

最 大 値 １５４．０ n.r. １５４．０ ４５．０ １５４．０ ９３．８ ３８．０ １５４．０ ５２．４ ４５．０

平 均 値 ２０．８ n.r. ２０．８ １９．９ ２１．１ ２１．０ １８．４ ２１．６ ２０．１ ２０．２

標準偏差 １０．２ n.r. １０．２ ６．０ １２．９ ９．２ ３．８ １２．１ ５．６ ８．４

月額下水
道料金
（ソル）

最 小 値 １．３ ３．７ １．３ n.r. ２．０ １．３ ２．３ ２．０ １．３ ３．７

最 大 値 ４６．０ １３．０ ４６．０ n.r. ４６．０ ３１．３ １２．０ ４６．０ １５．７ ８．８

平 均 値 ６．５ ６．１ ６．５ n.r. ６．５ ６．４ ５．６ ６．７ ６．２ ６．１

標準偏差 ３．５ １．７ ３．５ n.r. ４．１ ２．９ １．４ ４．０ １．９ １．１

電気料金
支払額
（ソル）

最 小 値 ３．０ ４．６ ３．０ ３．０ ５．８ ６．０ ３．０ ５．０ ４．０ ６．０

最 大 値 ４００．０ １８５．０ ４００．０ ４００．０ ２２０．０ ３５０．０ １８５．０ ４００．０ ２００．０ １４３．０

平 均 値 ４９．２ ３１．３ ５５．６ ３２．１ ５８．５ ５８．６ ４１．６ ５８．０ ４０．９ ３６．４

標準偏差 ４３．４ ２８．３ ４６．０ ３４．４ ４６．１ ４４．０ ３７．８ ４８．６ ３５．８ ２８．９

出所：SADEP調査団
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� 上水道サービスへの評価

上水道サービスへの評価に関しては、「比較的

不満足」以下の満足度の回答比率は、上水道に接

続していないグループ１においては３０．４％であ

り、上水道に接続しているグループ２おいては

２０．５％であった。不満足の理由の大部分は、水

圧が低いことおよび給水制限があることで占めら

れている（図表１１）。

� 下水道サービスへの評価

下水道サービスへの評価に関しては、「比較的

不満足」以下の満足度の回答比率は、下水道に接

続していないグループ１おいては５４．５％と半数

を越えた。下水道へ未接続のグループの下水道

サービスへの満足度の評価は、上水道へ未接続の

グループの上水道サービスへの満足度の評価より

厳しく、不満足な衛生環境のもとで生活を強いら

れている状況を示している（図表１２）。

下水道の未整備は水因性疾病と深く関わってお

り、本調査表にも水因性疾病の設問が設けられて

いる。回答状況から、プリテストで判明したイキ

トス市周辺で発生している水因性疾病の１年間に

１０万人あたりの罹患率としてまとめたものが図表

１３である。

WHOの報告＊１３に拠れば、ラテンアメリカの農

村地域の腸チフスの１０万人あたり年間罹患率は約

２０人である。本調査における同罹患率は、２３．９

人であり、ほぼ信頼し得る調査結果であることが

わかる。一方、蚊を媒体とするマラリアおよびデ

ング熱の罹患率は高く、下水道の整備が緊急を要

するものであることを示唆している。水因性疾病

の軽減は、下水道事業からもたらされる重要な便

図表１１ 一般ユーザー１，０００サンプルの現状の上水道サービスへの評価（上水道グループ別）

項 目
グループ１ グループ２

回答数 比率（％） 回答数 比率（％）

サンプル数 ２９５ ７０５

現状の水道サービスへの評価 ２７３ １００．０ ７００ １００．０

非常に満足 ４８ １７．６ ７４ １０．６

比較的満足 ５１ １８．７ １５６ ２２．３

ある程度満足 ９１ ３３．３ ３２７ ４６．７

比較的不満足 ５４ １９．８ １０９ １５．６

非常に不満足 ２９ １０．６ ３４ ４．９

出所：SADEP調査団

図表１０ 一般ユーザー１，０００サンプルの上下水道サービスの現状

項 目 指 標 の 説 明
受益者
全 体

上水道グループ 下水道グループ

１ ２ １ ２ ３

サンプル数 １，０００ ２９５ ７０５ ３８３ ２７４ ３４３

上水道への接続 上水道接続比率（％） ７０．７ ０．０ ９８．９ ３８．３ ９２．３ ８９．２

漏水の有無 漏水ありの比率（％） ３．１ ― ３．１ ４．７ ２．４ ２．９

メーターの有無 メーターありの比率（％） ２２．７ ― ３２．２ ５．７ ３３．２ ３３．２

井戸の使用 井戸利用の比率（％） ２０．７ ６０．３ ４．１ ４１．５ ４．０ １０．８

下水道への接続 下水道接続比率（％） ６１．５ ２１．４ ７８．３ １．０ ９８．９ ９９．１

家庭内のトイレの有無 トイレありの比率（％） ６９．９ ４１．０ ８２．０ ２３．０ ９９．０ ９９．１

出所：SADEP調査団

＊１３ WHO Department of Communicable Disease Surveillance and Response, CSR,２００３
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益のひとつであるが、一般に、便益の計量化が困

難である。しかし、CVM調査対象地域の水因性

疾病の状況を追加調査することによって、下水道

事業の便益を下水道サービスに対する支払意志額

の総計とは別の観点から計量化することが可能と

なる。

� 給水時間および水圧の状況

２４時間給水サービスを受けている世帯の比率

は、３４．７％であった。平均給水時間は１２．７時間

であり、給水制限のある世帯に限った平均給水時

間は６．６時間にとどまった。最低水圧しかない世

帯が、６１．１％にものぼった。

� 水消費量＊１４

水消費量は、上水道サービスに接続し上下水道

公社からの請求書が確認できた回答者からは請求

書に記載されている水消費量を、上水道サービス

図表１２ 一般ユーザー１，０００サンプルの現状の下水道サービスへの評価（下水道グループ別）

項 目
グループ１ グループ２ グループ３

回答数 比率（％） 回答数 比率（％） 回答数 比率（％）

サンプル数 ３８３ ２７４ ３４３

現状の下水道サービスへの評価 ３６７ １００．０ ２７４ １００．０ ３４３ １００．０

非常に満足 ５７ １５．５ ７ ２．６ ３３０ ９６．２

比較的満足 ３１ ８．４ ４２ １５．３ ７ ２．０

ある程度満足 ７９ ２１．５ １１８ ４３．１ ４ １．２

比較的不満足 １３５ ３６．８ ８０ ２９．２ ２ ０．６

非常に不満足 ６５ １７．７ ２７ ９．９ ０ ０．０

出所：SADEP調査団

＊１４ 今回のCVM調査の質問票においては、現在の水使用量に関する設問に加えて、��「満足のいく」上下水道サービスに対する

支払意志額、および��それらの「満足のいく」上下水道サービスを受けた場合の上水道使用量（現在の上水道使用量の倍数と

いう形式で質問）、の設問を設けている。このため、各回答者の上水道の需要量（汚水排出量）およびそれに対するサービス

受け入れ価格（支払意志額）を数値化することが可能である。すなわち、ｘ軸に上水道需要量wv（下水道排出量sv）、および

ｙ軸に上水道供給サービスに対する支払意志額wp（下水道処理サービスに対する支払意志額sp）をとることによって、１，０００

サンプルの組み合わせ（wvn, wpn）および（svn, spn）をプロットすることにより、上下水道サービスのそれぞれの需要曲線を

導出することが可能となる。さらに、上下水道サービス施設の供給曲線を描くことによって、価格理論から導き出されるサー

ビスの適正理論価格を推定することができる。今回の調査の範囲を超えるため、今後の研究課題とした。

図表１３ 一般ユーザー１，０００サンプルの水因性疾病への年間罹患率 単位：１０万人あたり罹患率

疾 病 １０万人あたり罹患率

サンプル数 １，０００

皮膚病 ５５．４

マラリア ４５３．０

コレラ ６０．６

腸チフス ２３．９

デング熱 ３４３．３

慢性下痢症 １１１．７

その他 １３３．６

合計 １，１８１．５

出所：SADEP調査団
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に接続していない回答者からは一日あたりの水消

費量の回答者自身による推計に基づく水使用量と

して回答を得ている（図表１４）。これらの回答結

果から、区およびそれぞれのグループ別の水消費

量を算出した。

一般的に、一人あたり一日の最低必要水量は３０

リットル／日／人とされており、この基準の各区・

各グループの充足率を算出すると、最低必要量を

超えているグループは、下水道のグループ３だけ

であり、給水時間の短さおよび水圧の低さが、調

査対象世帯の水消費量に少なからず影響を与えて

いることが読み取れる。

（２）支払意志額の推定

CVM調査の最も重要な目的は、上水道サービ

スおよび下水道サービスに対するそれぞれの支払

意志額の推定である。本調査では、二段階二項選

択方式の設問によって支払意志の受諾・拒否を確

認しており、CVM専用のアプリケーション・ソ

フトCVM２００２を活用して支払意志額の代表値を

推定する。二段階二項選択方式においては、

（�）２つの提示額をともに拒否の場合は「支

払意志額は低い提示額未満」、

（�）ともに受諾の場合は「支払意志額は高い

提示額以上」、

（�）一方が受諾で他方が拒否の場合は「支払

意志額は低い提示額以上高い提示額未満」

と解釈して計算される。CVM２００２においては、

集団の支払意志額分布として「ワイブル分布」な

どの分布関数を仮定し、標本データにみられる回

答パターンをもたらす確率が最大となるような受

諾率曲線を推定する最尤推定法により、支払意志

額の代表値を求める。

これらの分析にインプットされる一般ユーザー

１，０００サンプルの上水道サービスの２回の支払い

意志確認の設問への回答状況は図表１５のとおりで

ある。上水道サービスへの支払意志額の１回目の

質問への回答状況は、イキトス市の４区別では、

受諾率が３６．２％～５３．０％の範囲を示し、サン

ファン地区が５３．０％と最も高い受諾率を示し

た。また、上水道グループ別では、受諾率がグ

ループ１（上水道に接続していないグループ）で

４９．１％、グループ２（上水道に接続しているグ

ループ）で４０．２％であった。

一方、上水道サービスへの支払意志額の１回目

及び２回目を通した質問への回答状況は、イキト

ス市の４区別では、１回目あるいは２回目いずれ

かにおける受諾率が６２．１％～８６．１％の範囲を示

し、プンチャナ地区が最も高い受諾率を示した。

また、上水道グループ別では、１回目あるいは２

回目いずれかにおける受諾率がグループ１で

７９．６％、グループ２で６３．３％であった。即ち、

上水道サービスの改善余地が大きいグループほ

図表１４ 一般ユーザー１，０００サンプルの水消費量の状況

項 目
区 上水道グループ 下水道グループ

合 計
Belen Iquitos Pun chana San Juan グループ１ グループ２ グループ１ グループ２ グループ３

サンプル数 ２５１ ４９８ １５１ １００ ２９５ ７０５ ３８３ ２７４ ３４３ １，０００

月・水使用量
（リットル／月／世帯）

５，３３５．０ ４，７０２．３ ４，６３０．６ ３１１４．１ ４，７８５．８ ４，６３６．３ ４，００８．５ ５，０７１．７ ５，２７５．７ １，６８９．８

平均家族数 （人） ６．２ ５．８ ５．６ ５．３ ５．８ ５．８ ５．９ ５．９ ５．７ ５．８

日・水使用量
（リットル／日／世帯）

１７７．８ １５６．７ １５４．４ １０３．８ １５９．５ １５４．５ １３３．６ １６９．１ １７５．９ １５６．３

日・最低必要量注）

（リットル／日／世帯）
１８６．９ １７２．５ １６７．１ １６０．２ １７４．３ １７４．０ １７７．０ １７５．８ １６９．８ １７４．０

充足率 （％） ９５．１ ９０．９ ９２．４ ６４．８ ９１．５ ８８．８ ７５．５ ９６．２ １０３．６ ８９．８

注）日・最低必要量は、平均家族数の四捨五入のため、同じ平均家族数でも不一致がある。
出所：SADEP調査団
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ど、サービスが改善した場合の支払意志が強い傾

向を示している。

また、一般ユーザー１，０００サンプルの下水道

サービスの２回の支払い意志確認の設問への回答

状況は図表１６のとおりである。下水道サービスへ

の支払意志額の１回目の質問への回答状況は、イ

キトス市の４区別では、受諾率が３２．２％～

６１．０％の範囲を示し、サンファン地区が６１．０％

と最も高い受諾率を示した。また、下水道グルー

プ別では、受諾率がグループ１（下水道に接続し

ていないグループ）で４３．５％、グループ２（下

水道に接続しているがオーバーフローのあるグ

ループ）で４０．９％、グループ３（下水道に接続

しておりオーバーフローがないグループ）で

３７．４％であった。

一方、下水道サービスへの支払意志額の１回目

及び２回目を通した質問への回答状況は、イキト

ス市の４区別では、１回目あるいは２回目いずれ

かにおける受諾率が６１．５％～８３．０％の範囲を示

し、サンファン地区が最も高い受諾率を示した。

また、下水道グループ別では、１回目あるいは２

回目いずれかにおける受諾率がグループ１で

図表１５ 上水道サービスに関するグループ別の支払意志額の設問に対する回答状況

区別
（１回目―２回目）

Yes―Yes Yes―No No―Yes No―No 合 計

Belen

回答数 ３９ ５２ ６５ ９５ ２５１

回答比率 １５．５％ ２０．７％ ２５．９％ ３７．９％ １００．０％

３６．２％ ６３．８％ １００．０％

Iquitos

回答数 ６１ １５６ ９７ １８４ ４９８

回答比率 １２．２％ ３１．３％ １９．５％ ３７．０％ １００．０％

４３．５％ ５６．５％ １００．０％

Punchana

回答数 ５３ １４ ６３ ２１ １５１

回答比率 ３５．１％ ９．３％ ４１．７％ １３．９％ １００．０％

４４．４％ ５５．６％ １００．０％

San Juan

回答数 １６ ３７ ２８ １９ １００

回答比率 １６．０％ ３７．０％ ２８．０％ １９．０％ １００．０％

５３．０％ ４７．０％ １００．０％

上水道グループ別
（１回目―２回目）

Yes―Yes Yes―No No―Yes No―No 合 計

グループ１

回答数 ６２ ８３ ９０ ６０ ２９５

回答比率 ２１．０％ ２８．１％ ３０．５％ ２０．４％ １００．０％

４９．１％ ５０．９％ １００．０％

グループ２

回答数 １０７ １７６ １６３ ２５９ ７０５

回答比率 １５．２％ ２５．０％ ２３．１％ ３６．７％ １００．０％

４０．２％ ５９．８％ １００．０％

出所：SADEP調査団
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７６．８％、グループ２で６７．５％、グル ー プ３で

５７．３％であった。即ち、上水道サービス同様、

下水道サービスにおいても、下水道サービス水準

の改善余地が大きいグループほど、サービスが改

善した場合の支払意志が強い傾向を示している。

支払意志額に関する２回の設問へのYesあるい

はNo回答の組み合わせは、そのままでは支払意

志額の代表値を推定することはできない。支払意

志額の代表値は、ワイブル・モデルなどの分布モ

デルを仮定して、サンプルにみられる回答パター

ンをもたらす確率を最大化させるような受諾率曲

線を推定することにより求める。受諾率曲線のx

軸の受諾率は、「１回目及び２回目を通して、両

方あるいはいずれかにおいて提示額を受諾したサ

図表１６ 下水道サービスに関する支払意志額の設問に対する回答状況

区 別
（１回目―２回目）

Yes―Yes Yes―No No―Yes No―No 合 計

Belen

回答数 ２９ ４９ ７１ ９３ ２４２

回答比率 １２．０％ ２０．２％ ２９．３％ ３８．５％ １００．０％

３２．２％ ６７．８％ １００．０％

Iquitos

回答数 ５７ １４５ １１０ １８６ ４９８

回答比率 １１．４％ ２９．１％ ２２．１％ ３７．４％ １００．０％

４０．５％ ５９．５％ １００．０％

Punchana

回答数 ５７ ５ ６３ ２６ １５１

回答比率 ３７．７％ ３．３％ ４１．８％ １７．２％ １００．０％

４１．０％ ５９．０％ １００．０％

San Juan

回答数 ２２ ３９ ２２ １７ １００

回答比率 ２２．０％ ３９．０％ ２２．０％ １７．０％ １００．０％

６１．０％ ５９．０％ １００．０％

支払意志額設問に対する回答
（１回目―２回目）

Yes―Yes Yes―No No―Yes No―No 合 計

グループ１

回答数 ６６ ９７ １２５ ８７ ３７５

回答比率 １７．６％ ２５．９％ ３３．３％ ２３．２％ １００．０％

４３．５％ ５６．５％ １００．０％

グループ２

回答数 ３７ ７５ ７３ ８９ ２７４

回答比率 １３．５％ ２７．４％ ２６．６％ ３２．５％ １００．０％

４０．９％ ５９．１％ １００．０％

グループ３

回答数 ６２ ６６ ６８ １４６ ３４２

回答比率 １８．１％ １９．３％ １９．９％ ４２．７％ １００．０％

３７．４％ ６２．６％ １００．０％

出所：SADEP調査団
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ンプルの割合」を示す指標である。この場合、平

均値は極端に高い支払意志額の影響を受けて、無

限大になることがあり、最大提示額以上の支払意

志額は計算からはずす「裾切り平均値」も求める。

ワイブル回帰による受諾率曲線の推計式（＊）を

以下に示す。

S（T）＝exp［－exp（lnT－μ）／σ］ ……（＊）

Ｔ：提示額

μ：位置パラメーター［μ＝βXi（Xiは個

人ｉに関わる説明変数、βは説明変数

の係数）で表される個人の回答パター

ンによって変わる受諾率曲線の形状を

決めるパラメーター］

σ：スケール・パラメーター（受諾率曲線

を決定するパラメーター）

この結果、ワイブル・モデルを仮定することに

より、全グループの代表値の最適解を得ることが

できた。これによれば、上水道グループにおいて

は、グループ１（上水道に未接続）の代表値は、

グループ２（上水道に接続済み）の代表値を大き

く上回り、グループごとの支払意志額の違いを示

した。

下水道グループにおいても同様であり、下水道

に接続しておりオーバーフローのないグループ３

においても、支払意志額の裾切り平均値は４．６４

ソルとの結果が出ており、アマゾン川への生下水

の放流による環境悪化を懸念し、シナリオの「終

末処理場による処理」の部分に環境価値を置くグ

ループの「支払意志額」が存在することが確認さ

れた。受諾率と支払意志額の関係をあらわしたワ

イブル・モデルによる上下水道の受諾率曲線をそ

れぞれ図表１８および１９に示す。

図表１７ 支払意志額の代表値の推定結果

推定結果

サンプル
数

シ グ マ （σ） 定 数 項 支払意志額代表値（ソル）

区 分 係数
漸近
ｔ値

Ｐ値 係数
漸近
ｔ値

ｐ値 平均値
裾切り
平均値

中央値

モ デ ル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル ワイブル

上水道 １，０００ ０．９１７ ２８．１０ ０．００ ２．６８０ ８１．４０ ０．００ ＊＊１４．１３ ＊＊１３．５４ ＊＊１０．４４

グループ１ ２９５ ０．３６９ １６．２０ ０．００ ３．３１０ １３３．００ ０．００ ＊＊２４．４７ ＊＊２４．１８ ＊＊２４．０４

グループ２ ７０５ ０．７５７ ２２．４０ ０．００ ２．２６０ ６９．３０ ０．００ ＊＊８．８２ ＊＊８．８１ ＊＊７．２６

下水道 １，０００ ０．７９４ ２８．２０ ０．００ ２．３４０ ８１．６０ ０．００ ＊＊９．６６ ＊＊９．３６ ＊＊７．７７

グループ１ ３８３ ０．４２６ １８．５０ ０．００ ２．７６０ １１１．１０ ０．００ ＊１３．９９ ＊＊１３．８２ ＊＊１３．５０

グループ２ ２７４ ０．６３２ １４．９０ ０．００ ２．２５０ ５１．６０ ０．００ ＊＊８．５０ ＊＊８．４７ ＊＊７．５１

グループ３ ３４３ ０．７２２ １３．８０ ０．００ １．６８０ ３７．１０ ０．００ ＊＊４．９１ ＊＊４．６４ ＊＊４．１３

上水道 １，０００ ０．９１７ ２８．１０ ０．００ ２．６８０ ８１．４０ ０．００ ＊＊１４．１３ ＊＊１３．５４ ＊＊１０．４４

Belen ２５１ ０．７５４ １０．６０ ０．００ ３．１１０ ４０．３０ ０．００ ＊＊２０．５３ ＊＊１９．０６ ＊＊１６．９２

Iquitos ４９８ ０．９０８ ２０．１０ ０．００ ２．３９０ ５１．８０ ０．００ ＊＊１０．５７ ＊＊１０．４４ ＊＊７．８６

Punchana １５１ ０．８６１ １３．４０ ０．００ ２．７５０ ４３．９０ ０．００ ＊＊１４．７７ ＊＊１４．２２ ＊＊１１．３６

San Juan １００ ０．７８６ ９．４８０ ０．００ ３．０８０ ３５．３０ ０，００ ＊＊２０．２４ ＊＊１８．６８ ＊＊１６．３６

下水道 １，０００ ０．７９４ ２８．２０ ０．００ ２．３４０ ８１．６０ ０．００ ＊＊９．６６ ＊＊９．３６ ＊＊７．７７

Belen ２５１ ０．６４７ １０．２０ ０．００ ２．７５０ ４０．６０ ０．００ ＊＊１４．０２ ＊＊１３．１６ ＊＊１２．３０

Iquitos ４９８ ０．８４５ ２０．００ ０．００ ２．１２０ ４９．３０ ０．００ ＊＊７．８９ ＊＊７．７４ ＊＊６．１３

Punchana １５１ ０．７１１ １４．５１ ０．００ ２．２３０ ４２．６０ ０．００ ＊＊８．４５ ＊＊８．３７ ＊＊７．１５

San Juan １００ ０．４６７ ９．３６ ０．００ ２．８３０ ５２．６０ ０．００ ＊＊１５．０３ ＊＊１４．６０ ＊＊１４．３０

注）網掛け部分は統計的に有意であることを示す。
＊p＜０．０５（５％の水準以上で統計的に有意）、＊＊p ＜０．０１（１％の水準以上で統計的に有意）
ここでの支払意志額は、満足いくサービスが供給された場合の、現状の支払額に対する追加的金額。

出所：SADEP調査団
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図表１８ 上水道サービスに対する支払意志額の
受諾率曲線

出所：SADEP調査団

図表１９ 下水道サービスに関する支払意志額の
受諾率曲線

出所：SADEP調査団

図表２０ 受益対象地域の支払意志額の推定総額

区 分 サンプル数
支払意志額
月額推定値
（ソル）

構成比
（％）

推定受益世帯数（世帯） 推定支払意志額年間総額（１，０００ソル）

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００３年 ２００４年 ２００５年

合 計 １，０００ ― １００．０ ６０，０２３ ６０，５６６ ６１，１４６ １６，２４１．９ １６，３８８．７ １６，５４５．８

上水道支払意志額総額 １，０００ １３．５４ １００．０ ６０，０２３ ６０，５６６ ６１，１４６ ９，６１１．５ ９，６９８．３ ９，７９１．３

グループ１ ２９５ ２４．１８ ２９．５ １７，７０７ １７，８６７ １８，０３８ ５，１３７．９ ５，１８４．２ ５，２３３．９

グループ２ ７０５ ８．８１ ７０．５ ４２，３１６ ４２，６９９ ４３，１０８ ４，４７３．６ ４，５１４．１ ４，５５７．４

下水道支払意志額総額 １，０００ ９．３６ １００．０ ６０，０２３ ６０，５６６ ６１，１４６ ６，６３０．４ ６，６９０．４ ６，７５４．５

グループ１ ３８３ １３．８２ ３８．３ ２２，９８９ ２３，１９７ ２３，４１９ ３，８１２．５ ３，８４７．０ ３，８８３．８

グループ２ ２７４ ８．４７ ２７．４ １６，４４６ １６，５９５ １６，７５４ １，６７１．６ １，６８６．７ １，７０２．９

グループ３ ３４３ ４．６４ ３４．３ ２０，５８８ ２０，７７４ ２０，９７３ １，１４６．３ １，１５６．７ １，１６７．８

注）ここでの支払意志額は、満足いくサービスが供給された場合の、現状の支払額に対する追加的金額。
出所：SADEP調査団

図表２１ 支払意志額および現行上下水道料金支払額の比較

区 分
サンプ
ル数

現行平均支払額（Ａ）
（ソル）

支払意志額の推定採用値
（Ｂ） （ソル）

支払意志額の対現行平均
支払額比（Ｂ÷Ａ）（％）

追加後の総支払意志額
（Ａ＋Ｂ） （ソル）

区分 １，０００ 上水道 下水道 総 額 上水道 下水道 総 額 上水道 下水道 総 額 上水道 下水道 総 額

上水道 １，０００ ２０．８１ ６．４８ ２７．２９ １３．５４ ９．３６ ２２．９０ ６５．１ １４４．５ ８３．９ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９

グループ１ ２９５ ０．００ ６．１０ ６．１０ ２４．１８ ― ― ― ― ― ２４．１８ ― ―

グループ２ ７０５ ２０．８０ ６．５０ ２７．３０ ８．８１ ― ― ４２．４ ― ― ２９．６１ ― ―

下水道 １，０００ ２０．８１ ６．４８ ２７．２９ １３．５４ ９．３６ ２２．９０ ６５．１ １４４．５ ８３．９ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９

グループ１ ３８３ １９．９０ ０．００ １９．９０ ― １３．８２ ― ― ― ― ― １３．８２ ―

グループ２ ２７４ ２１．１０ ６．５０ ２７．６０ ― ８．４７ ― ― １３０．３ ― ― １４．９７ ―

グループ３ ３４３ ２１．００ ６．４０ ２７．４０ ― ４．６４ ― ― ７２．５ ― ― １１．０４ ―

区 １，０００ ２０．８１ ６．４８ ２７．２９ １３．５４ ９．３６ ２２．９０ ６５．１ １４４．５ ８３．９ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９

Belen ２５１ １８．３９ ５．５９ ２３．９８ １９．０６ １３．１６ ３２．２２ １０３．６ ２３５．４ １３４．４ ３７．４５ １８．７５ ５６．２０

Iquitos ４９８ ２１．６３ ６．７４ ２８．３７ １０．４４ ７．７４ １８．１８ ４８．３ １１４．８ ６４．１ ３２．０７ １４．４８ ４６．５５

Punchana １５１ ２０．０５ ６．２０ ２６．２５ １４．２２ ８．３７ ２２．５９ ７０．９ １３５．０ ８６．１ ３４．２７ １４．５７ ４８．８４

San Juan １００ ２０．１６ ６．１０ ２６．２６ １８．６８ １４．６０ ３３．２８ ９２．７ ２３９．３ １２６．７ ３８．８４ ２０．７０ ５９．５４

出所：SADEP調査団
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推定された１世帯あたりの月額支払意志額に受

益世帯数を乗じることによって、シナリオによっ

てもたらされる受益対象地域の支払意志額の総額

が推定される。この総額が今回のシナリオによっ

て説明された環境改善プロジェクトの価値の総和

である。この場合の受益世帯数は、現在上下水道

に接続している世帯だけでなく、このシナリオに

よって将来便益を享受すると予測される世帯の総

計である。

この結果、イキトス市における２００３年の推定

支払意志額総額は、１６，２４１．９千ソル（４，７０７．８千

米ドル≒４．９４億円）と推定された。また、世帯

数の伸びを勘案した２００４年および２００５年の予測

支払意志額の総額は、それぞれ１６，３８８．７千ソル

（４，７５０千米ドル≒４．９９億円）および１６，５４５．８千

ソル（４，７９６千米ドル）≒５．０４億円）と推定され

た（図表２０）。

また、図表２１に、上下水道サービスそれぞれ

の、現行平均支払額、支払意志額の推定採用値、

支払意志額の現行平均支払額比、追加後の総支払

意志額を示した。追加的な支払意志額の推定採用

値は、上水道サービスにおいては現行支払額の

６５．１％、下水道サービスにおいては現行支払額

の１４４．５％に達し、上下水道総額では、８３．９％と

なった。下水道サービスへの支払意志の選好が強

いことが証明された。

（３）支払意志額の要因解析

上水道サービスおよび下水道サービスそれぞれ

の支払意志額の要因に関して、提示額を従属変数

とし、いくつかの提示額に影響を与えると予想さ

れる以下の変数を独立変数として、ワイブル・モ

デルを利用して回帰分析を実施した（図表２２～２７

参照）。

（上水道サービスの要因解析：独立変数）

性別、年齢、世帯人数、月額収入、上水道使用

量、水圧、給水時間、上水道料金、上水道サービ

スへの満足度

（下水道サービスの要因解析：独立変数）

性別、年齢、世帯人数、月額収入、下水道料

金、下水道サービスへの満足度、水因性疾病の有

無、家庭内トイレの有無

図表２２ 上水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―１）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 係 数

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０ x１１

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

上水道

使用量
水圧

給水

時間

上水道

料 金
満足度 定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－４３５．３６８９２．７２＊＊０．６１８ －０．０５６＊－０．１０８ ０．０４１＊０．１２８ ０．０３９－０．０７３＊－０．１１２－０．０７２－０．０４３＊＊２．３７０

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－２３３．７１４８１．４１＊＊０．４６１ －０．０５２ －０．０１３＊－０．１０２ ０．０２４＊＊－０．２１３ ― ― ― －０．０２６＊＊２．７５０

グループ２

［７０５］
－３９７．２７８１６．５４＊＊０．６１８ －０．０５７＊－０．１０８ ０．０４１＊０．１２８ ０．０３９－０．０７３＊－０．１１２－０．０７２－０．０４３＊＊２．３７０

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７２．７９１６７．５７＊＊０．４５３ －０．１３８ ０．０９８ ０．０７５＊０．３１４ －０．０１８ ０．０５２ －０．０２１ ０．０２８－０．１３５＊＊２．８４０

グループ２

［２７４］
－１２９．８２２８１．６４＊＊０．５１３ －０．０１６ －０．０５３ ０．０５６ ０．０１０ ０．０１７ ０．０９２ －０．０５２－０．０４８ ０．０２７＊＊２．３２０

グループ３

［３４３］
－１８６．０３３９４．０６＊＊０．６１１＊－０．１２９ －０．０８４ ０．０１０＊０．１４７ －０．０１１－０．０５４ －０．０６５ ０．０２３－０．０６３＊＊１．７８０

注１）（図表２２及び２５共通）網掛け部分は統計的に有意であることを示す。＊p＜０．０５（５％の水準以上で統計的に有意）、＊＊p ＜０．０１（１％の
水準以上で統計的に有意）。

注２）（図表２２～２７共通）AICは仮定したワイブル分布モデルによる推定結果の標本データに見られる回答パターン（１，０００の支払意志額回答
者のサンプルに見られる回答パターン）への適合度を示す一指標。数値が小さければ小さいほど（対数尤度においては大きければ大き
いほど）、モデルへの当てはまりがよいことを意味する。

出所：SADEP調査団
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ｐ値によって、支払意志額に有意な影響を与え

ていると判断できる説明変数は以下のとおり。

上水道サービスに対する支払意志額は、

� 回答者の年齢が若いほど支払意志額が高い。

� 月額収入が高いほど支払意志額が高い＊１５。

� 現在の上水道使用量が少なく、給水時間が短

いほど支払意志額が高い。これは給水制限を受

けているために給水量が少ない世帯の支払意志

額が高いためと予測される。

また、下水道サービスに対する支払意志額は、

� 回答者が女性の場合、支払意志額は低い。

� 年齢が若いほど支払意志額が高い。

図表２３ 上水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―２）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 漸 近 ｔ 値

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０ x１１

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

上水道

使用量
水圧

給水

時間

上水道

料 金
満足度 定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－４３５．３６８９２．７２ １５．２０ －１．３４ －２．７４ ０．０９ ２．５１ ０．８５ －１．７９ －２．５５ －１．６８ －０．９２ ５７．７０

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－２３３．７１４８１．４１ １２．２０ －１．２３ －０．３１ －２．１３ ０．５７ －３．９８ ― ― ― －０．５３ ６２．００

グループ２

［７０５］
－３９７．２７８１６．５４ １５．２０ －１．３４ －２．７４ ０．０９ ２．５１ ０．８５ －１．７９ －２．５５ －１．６８ －０．９２ ５７．７０

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７２．７９１６７．５７ ６．３４ －１．７６ １．２０ ０．９０ ２．１７ －０．１７ ０．５８ －０．２５ ０．３３ －１．４０ ３８．００

グループ２

［２７４］
－１２９．８２２８１．６４ ９．４３ －０．２５ －０．７９ ０．８４ ０．１３ ０．２５ １．５１ －０．７８ －０．７７ ０．３７ ３９．９０

グループ３

［３４３］
－１８６．０３３９４．０６ ９．２９ －２．１０ －１．４３ ０．１４ ２．０２ －０．１７ －０．８７ －０．９８ ０．３７ －０．９６ ２９．６０

出所：SADEP調査団

図表２４ 上水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―３）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 ｐ 値

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０ x１１

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

上水道

使用量
水圧

給水

時間

料金支

払 額
満足度 定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－４３５．３６８９２．７２ ０．００ ０．１８ ０．０１ ０．３５ ０．０１ ０．４０ ０．０７ ０．０１ ０．０９ ０．３６ ０．００

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－２３３．７１４８１．４１ ０．００ ０．２２ ０．７６ ０．０３ ０．５７ ０．００ ― ― ― ０．５９ ０．００

グループ２

［７０５］
－３９７．２７８１６．５４ ０．００ ０．１８ ０．０１ ０．３５ ０．０１ ０．４０ ０．０７ ０．０１ ０．０９ ０．３６ ０．００

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７２．７９１６７．５７ ０．００ ０．０８ ０．２３ ０．３７ ０．０３ ０．８７ ０．５６ ０．８０ ０．７４ ０．１８ ０．００

グループ２

［２７４］
－１２９．８２２８１．６４ ０．００ ０．８０ ０．４３ ０．４０ ０．８９ ０．８０ ０．１３ ０．４４ ０．４４ ０．７２ ０．００

グループ３

［３４３］
－１８６．０３３９４．０６ ０．００ ０．０４ ０．１５ ０．８９ ０．０４ ０．８６ ０．３９ ０．３３ ０．７２ ０．３４ ０．００

出所：SADEP調査団

＊１５ 月額収入と支払意志額の関係に関しては、支払意志額の所得弾力性（所得が１．０％増加した時の支払意志額の増加率）を算出

することによって、国際比較をすることが可能となる。
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� 現在の下水道サービスへの満足度が低いほど

支払意志額は高い。上水道サービスへの満足度

が上水道サービスに対する支払意志額に有意な

影響を与えていると認められなかったが、上水

道サービスは井戸・タンクローリーなどによる

給水で代替して効用を満足させている世帯も多

い。しかしながら、下水道への不満足度合は、

他の手段により軽減することは困難であり、不

満足度合は直接的に支払意志額となって表明さ

れるものと思われる。

� トイレが家庭内にない世帯ほど支払意志額が

高い。この点も、下水道への接続が世帯の衛生

環境をトイレの設置という形で直接的にイメー

ジできることによるものと思われる。

（４）支払可能額の推計

支払意志額は仮想されるサービスに対する最大

図表２５ 下水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―１）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 係 数

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

下水道

料金

下水道へ

の満足度

水因性

疾 病

トイレ

の有無
定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－３７６．８９ ７７１．７８ ＊＊０．５９２＊－０．０８５ －０．０３４ －０．０２９ ０．０６５ －０．００７＊＊－０．２２１ －０．０３８ ＊＊０．１６７ ＊＊２．０３０

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－１５．７４ ４９．４８ ＊＊０．２９１＊－０．３１９＊－０．２６７＊＊－０．３８５ ０．０８２ －０．１４０ ＊－０．３１６ －０．０３３ －０．０２９ ＊＊１．７６０

グループ２

［７０５］
－３４７．４２ ７１２．８５ ＊＊０．６０８ －０．０７０＊－０．０８８ ０．０５０ ＊０．０９８ －０．０８６ －０．０２７ －０．０２５ ０．００６ ＊＊２．３７０

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７．１４ ２４．２８ ＊０．２６２ ― ― ― ― －０．１３８ －０．０５０ ０．０２７ ― ＊＊２．６００

グループ２

［２７４］
－１４１．５７ ３０１．１４ ＊＊０．５２７ －０．０３６ －０．０６２ ０．００３ ０．０１４ －０．０４５ －０．０４８ －０．０７２ ０．０１８ ＊＊２．２９０

グループ３

［３４３］
－２２１．４８ ４６０．９７ ＊＊０．６０４＊－０．１２８ －０．０３１ －０．０３２ ０．１２３ ０．０２７ －０．１２２ －０．００９ ０．０４０ ＊＊１．８２０

出所：SADEP調査団

図表２６ 下水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―２）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 漸 近 ｔ 値

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

下水道

料金

下水道へ

の満足度

水因性

疾 病

トイレ

の有無
定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－３７６．８９ ７７１．７８ １４．６０ －２．１１ －０．８０ －０．６４ １．４１ －０．１７ －５．０１ －０．９３ ４．８１ ５０．００

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－１５．７４ ４９．４８ ３．１０ －２．６６ －２．０７ －３．３２ ０．７９ －１．２２ －２．７８ －０．２９ －０．６５ １９．５０

グループ２

［７０５］
－３４７．４２ ７１２．８５ １４．１０ －１．６４ －２．０２ １．１０ ２．０２ －１．９４ －０．５８ －０．５６ ０．１５ ５５．１０

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７．１４ ２４．２８ ２．４５ ― ― ― ― －０．７１ －０．３４ ０．２４ ― ２２．３０

グループ２

［２７４］
－１４１．５７ ３０１．１４ ９．７３ －０．６３ －０．９４ ０．０４ ０．２１ －０．８０ －０．７７ －１．２２ ０．２７ ４０．０４

グループ３

［３４３］
－２２１．４８ ４６０．９７ １０．０１ －２．３５ －０．５７ －０．５０ １．９２ －０．４８ －１．１９ －０．１６ ０．８４ ３２．８０

出所：SADEP調査団
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の支払意志額を表すが、第２章で述べたように、

このデータを直接、料金設定の根拠とすることは

難しい。

さらに、上下水道は公共サービスとしての役割

が高いことから、多くの受益者が実際に支払い可

能な範囲で料金設定を行う必要がある。そこで、

しばしば用いられるのが、支払可能額である。支

払可能額とは、サービス供給地域の住民の家計所

得やその家計支出内容にもとづき、当該サービス

への支払可能な額を算定するものである。支払可

能額の算出に関しては様々な方法が提唱されてい

る。過去の調査や経験に基づいて家計の可処分所

得の一定割合とする方法（世界銀行では支払可能

額の上限のベンチマークとして、上水道サービス

は家計の可処分所得の４％、下水道サービスは

同１％ ― 上下水道合計で５％ ― として

いる）＊１６、家計支出構造における当該サービスの

料金の順位に着目して前後の順位の支出項目との

関係から算出する方法＊１７、などがある。本調査

では、以下に述べる方法で支払可能額を推計し

た＊１８。

１９９５年以降、国家統計情報局（INEI：Instituto

Nacional de Estadistica e Informatica）は全国世

帯 調 査（ENAHO：Enucuesta Nacional de

Hogares）を実施し、国民の生活水準の測定を実

施してきた。支払可能額の推定には、入手可能な

２００１年のENAHOの結果を活用した。支払可能額

を推定するためには、ENAHOの家計データの上

下水道料金負担額などの詳細なブレーク・ダウン

を入手する必要があるが、上下水道サービスへの

＊１６ 国際協力事業団（２００２）

＊１７ これは、国際協力銀行が、下水道サービスについて推奨している方法である。家計支出の各項目間の順位に、所得水準や地域

性に拘らず世界的な法則性があることに着目し、当該地域の家計支出構造を把握し、その構造を参考に�生活に必要不可欠な

食費等、�将来の貧困解消に有効な教育、医療費等、�都市生活に必要な公共料金（電気代、上水代）等、の次の程度に下水

道料金支出を設定する（社団法人国際建設技術協会（２００２）参照）。但し、今回の調査では、家計支出構造の詳細な把握が困

難であったため、活用していない。

＊１８ なお、下水道サービスに関しては、受益者と利用者が必ずしも一致しない可能性がある。下水道サービスの提供により、近隣

住民はもちろんのこと、河川の下流に位置する住民も河川の環境改善によるサービスの恩恵を受ける。しかし、下水道料金を

負担するのは、下水道に接続しているユーザーである。このように、下水道サービスの普及は広範囲に及ぶにも関わらず、そ

のコストは一部のユーザーで負担する必要があるという問題が発生している。このため、料金回収のみならず、補助金の投入

などにより、下水道サービスの費用負担を行うべきとの考え方もあり、別途検討すべき課題となる。ただし、今回ケース・ス

タディの対象としたイキトス市流域のアマゾン川の下流数十キロには大都市が存在しないため、下水道サービス受益者の多く

はイキトス市民であることが想定される。この他に潜在的な受益者として、アマゾン川の生物多様性の存在価値を評価する

人々がペルーのみならず、世界各地に存在すると考えられる。今回のCVM調査ではイキトス市以外の人々は評価対象として

いないため、プロジェクト全体の便益は過小評価となっている可能性もある。

図表２７ 下水道支払意志額の要因解析（ワイブル回帰�―３）

区 分

グループ

（［ ］内

はサンプル

数）

モデル推定結果 ｐ 値

対数尤度 AIC x１ x２ x３ x４ x５ x６ x７ x８ x９ x１０

σ 性別 年齢
世帯

人数

月額

収入

下水道

料金

下水道へ

の満足度

水因性

疾 病

トイレ

の有無
定数項

受 益 者

全 体

受益者全体

［１，０００］
－３７６．８９ ７７１．７８ ０．００ ０．０３ ０．４３ ０．５２ ０．１６ ０．８６ ０．００ ０．３５ ０．００ ０．００

上 水 道

グループ

グループ１

［２９５］
－１５．７４ ４９．４８ ０．００ ０．０１ ０．０４ ０．００ ０．４３ ０．２２ ０．０１ ０．７７ ０．５１ ０．００

グループ２

［７０５］
－３４７．４２ ７１２．８５ ０．００ ０．１０ ０．０４ ０．２７ ０．０４ ０．０５ ０．５６ ０．５８ ０．８８ ０．００

下 水 道

グループ

グループ１

［３８３］
－７．１４ ２４．２８ ０．０１ ― ― ― ― ０．４８ ０．７４ ０．８１ ― ０．００

グループ２

［２７４］
－１４１．５７ ３０１．１４ ０．００ ０．５３ ０．３５ ０．９６ ０．８３ ０．４３ ０．４４ ０．２２ ０．７９ ０．００

グループ３

［３４３］
－２２１．４８ ４６０．９７ ０．００ ０．０２ ０．５７ ０．６１ ０．０５ ０．６３ ０．２３ ０．８７ ０．４０ ０．００

出所：SADEP調査団
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公共料金の支払いは、このうち図表２８の２の費目

の住宅費に含まれるが、公表されているデータで

はその内訳が明らかでない。また、ENAHOに

よって公表されているデータのうち、イキトス市

の属するロレト県のデータが最もイキトス市の現

状に近似したデータであるため、ロレト県のデー

タで代替することとした。

一般に途上国における上下水道料金の家計支出

に占める構成比の上限は５．０％とされているが、

この比率は一人あたり所得が増加すればするほど

減少する。これは、所得水準の向上に伴い、家計

支出構造が高度化し、Basic Human Needsであ

る上下水道サービスへの妥当な支払可能額の家計

支出に占める割合が低下するためであって、例え

ば、デンマークでは０．８％、パキスタンでは

４．５％が、家計支出において現実に支払われてい

るAffordableな上下水道サービスへの支払額の家

計支出に占める割合である。また、今回の

SADEP調査の過程で全国家計調査を詳細に分析

したパナマの同比率は、２．３３％と推定されてい

る（図表２９参照）。

図表２８及び世界銀行のWorld Development

Report２００３のデータから以下の推定が可能であ

る。

� 図表２８によれば、ペルーの２００１年の平均

家計支出月額は１，２４７ソルであり、ペルーの

平均家族数５．６人を考慮すると、一人あたり

平均支出年額は７４４．４米ドルである。

� World Development Report ２００３によれ

ば、ペルーの２００１年の一人あたりGross

National Incomeは２，０００米ドルである。

� CVM調査から得られるイキトス市の平均

家計月額所得は８５２．４４ソル＝２４７．１米ドルで

あり、イキトス市の平均家族数５．８人を考慮

すると、一人あたり平均所得額は５１１．２米ド

ルである。

図表２８ ペルー家計調査（２００１）の結果

費 目
月 額 支 出 額（ソ ル） 構 成 比 （％）

ペルー平均 リマ平均 ロレト県平均 ペルー平均 リマ平均 ロレト県平均

１．食費 ５３３．０ ７６４．０ ４７９．０ ４２．７ ３６．３ ４９．２

２．住宅費 ２７１．０ ５４９．０ ２０４．０ ２１．７ ２６．１ ２１．０

３．交通・通信費 １４５．０ ２８４．０ ９４．０ １１．６ １３．５ ９．７

４．文化・娯楽費 １１３．０ ２３８．０ ５２．０ ９．１ １１．３ ５．３

５．個人用品費 ３６．０ ６２．０ ３５．０ ２．９ ２．９ ３．６

６．被服費 ４０．０ ４９．０ ３０．０ ３．２ ２．３ ３．１

７．医療・薬品費 ５０．０ ８４．０ ３７．０ ４．０ ４．０ ３．８

８．家庭用品費 ２９．０ ２２．０ １７．０ ２．３ １．０ １．７

９．その他 ３０．０ ５３．０ ２５．０ ２．４ ２．５ ２．６

月額支出合計 １，２４７．０ ２，１０５．０ ９７３．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所：INEI（２００１）

図表２９ 上下水道料金支払額の家計支出に占め
る割合の国際比較

国名 一 人 あ た りGross
National Income＊（米
ドル）

上下水道料金支払い額
の家計支出に占める割
合

デンマーク ３１，０９０ ０．８％＊＊

ドイツ ２３，７００ １．０％＊＊

ポーランド ４，２４０ １．４％＊＊

エストニア ３，８１０ ２．５％＊＊

パナマ ３，２９０ ２．３３％＊＊＊

パキスタン ４２０ ４．５％＊＊＊＊

出所：＊World Development Report２００３
＊＊Report on Water Pricing／Cost Recovery in the Baltic Sea
Countries（２００２）
＊＊＊パナマのCensos Nationales de Poblacion y Vivienda Re-
sultados Finales ２０００に関するDireccion de Estadistica y
Censoのコンピューター・センターのデータより推定。
＊＊＊＊Pakistan Water Sector Strategy（http:／／www.waterinfo.
net.pk／pwss／vol４j.htm）
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� �、�及び�より、イキトス市の一人あた

りGross National Incomeは１，３７４．２米 ド ル

と推定される。

� World Development Report ２００３によれ

ば、前述した上下水道サービスへの支出の家

計支出に占める割合が判明している５カ国に

今回のSADEP調査の過程で判明したパナマ

を加えた６カ国のそれぞれの一人あたり

Gross National Incomeは図表２９のとおりで

ある。

� �及び�より、イキトス市の上下水道料金

支払額の家計支出に占める妥当な水準は、パ

キスタンの４．５％とエストニアの２．５％の間

に存在するものと推定され、イキトス市の所

得水準を考慮し、３．００％～４．００％の水準に

存在するものと仮定する。（上下水道料金支

払額の家計支出に占める割合と一人あたり

Gross National Incomeの統計処理が可能な

国数のデータが入手できれば、正確な推定が

可能である。）

このようなデータから、以下の４ケースの構成

比を適用することにより支払可能額を推定した。

（�）途上国の支払可能額の上限と推定される

５．００％

（�）イキトス市の所得水準から推定される比

率の上限と仮定された４．００％

（�）イキトス市の所得水準から推定される比

率の下限と仮定された３．００％

（�）今回のSADEP調査で詳細に分析したパナ

マの比率の２．３３％

また、適用する月額支出合計は、

（ア）ENAHOの家計データ（月額９７３．００ソル）

（イ）今回のCVM調査による一般ユーザー１０００

サンプルの平均月額支出推定値（月額８５２．４４

ソル）

の２ケースを想定した。

図表３０のとおり、８（＝４×２）ケースの上下

水道サービス料金に対する支払可能額をそれぞれ

推定した。最終的には、イキトス市の所得水準を

考慮した場合の上下水道サービス料金の家計支出

図表３０ 支払可能額の推定結果

費 目 ＊INEI２００１ ＊＊今回CVMによる月額支出推定値

適用上下水道サービ
ス経費比率

上 限 適用比率１ 適用比率２
パ ナ マ の
ケース

上 限 適用比率１ 適用比率２
パ ナ マ の
ケース

適用比率（％） ５．００％ ４．００％ ３．００％ ２．３３％ ５．００％ ４．００％ ３．００％ ２．３３％

１．食費 ４７９．０ ４７９．０ ４７９．０ ４７９．０ ― ― ― ―

２．住宅費 ２０４．０ ２０４．０ ２０４．０ ２０４．０ ― ― ― ―

＊＊＊上水道 ３１．１ ２４．９ １８．７ １４．５

＊＊＊下水道 １１．５ ９．２ ６．９ ５．４

上下水道小計 ４８．７ ３８．９ ２９．２ ２２．７ ４２．６ ３４．１ ２５．６ １９．９

３．交通・通信費 ９４．０ ９４．０ ９４．０ ９４．０ ― ― ― ―

４．文化・娯楽費 ５２．０ ５２．０ ５２．０ ５２．０ ― ― ― ―

５．個人用品費 ３５．０ ３５．０ ３５．０ ３５．０ ― ― ― ―

６．被服費 ３０．０ ３０．０ ３０．０ ３０．０ ― ― ― ―

７．医療・薬品費 ３７．０ ３７．０ ３７．０ ３７．０ ― ― ― ―

８．家庭用品費 １７．０ １７．０ １７．０ １７．０ ― ― ― ―

９．その他 ２５．０ ２５．０ ２５．０ ２５．０ ― ― ― ―

月額支出合計 ９７３．０ ９７３．０ ９７３．０ ９７３．０ ８５２．４４ ８５２．４４ ８５２．４４ ８５２．４４

注） ＊INEI（２００１）
＊＊今回のCVMは、INEIの調査が実施された２００１年１１月から２年後の２００３年１１月に実施されたため、この間のイキトス市のConsumer
Price Index＝９９．１５によって調整した。
＊＊＊現在の上下水道公社の料金体系（上水道料金：下水道料＝７３．１：２６．９）から推定した。

出所：SADEP調査団
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に占める比率は、イキトス市の所得水準から推定

された３．００％～４．００％の範囲を採用するととも

に、月額支出はCVM調査による月額支出平均値

を採用した。この結果、上水道料金に対する支払

可能額が月額１８．７ソル～２４．９ソル／月、下水道料

金に対する支払可能額が月額６．９ソル～９．２ソル／

月と推定された。図表３１は、算出された支払可能

額と支払意志額の比較である。

上述した手順で推定された上下水道サービスに

対する支払可能額推定値を、INEIの項目別家計

の家計費全体に占める構成比により比較すること

により、その値がイキトス市の上下水道ユーザー

および潜在ユーザーにとって妥当な値であるかど

うかをクロスチェックする。図表３２は、上下水道

サービスに対する推定支払可能額と他の家計費と

の比較であるが、上下水道サービスに対する支払

可能額が家計支出に占める割合は、上下水道サー

ビスに対する支出の家計支出に占める比率を

３．００％～４．００％と仮定した場合、上水道サービ

ス が１．９２％～２．５６％を、下 水 道 サ ー ビ ス が

０．７１％～０．９５％であると推定された。これを他

の家計費との関係でみると、上水道サービスに対

する推定支払可能額は被服費３．０８％と家庭雑費

１．７５％の間、下水道サービスに対する推定支払

可能額は家庭雑費１．７５％の下に位置し、それぞ

れ他の必要経費との関係からも支払可能額として

充分な妥当性のある金額であると推定される。

（５）支払意志額に基づく料金改定の可能性

図表３３は、追加後の支払意志総額、支払可能

額、及び現行支払月額平均の３つのベンチマーク

を比較したものであるが、結論として、以下の考

察が可能である。

� イキトス市の上下水道料金の支払可能額と

して考えられうる範囲（上水道：１８．７０ソル／

月～２４．９０ソル／月、下水道：６．９０ソル／月～

９．２０ソル／月）は、現行料金水準の基づく現

行支払月額（上水道：２０．８１ソル／月、下水

道：６．４８ソル／月）をはさんで、１割程度低

い水準から２割程度高い水準の範囲であり、

料金水準引上げの余地は限られると考えられ

図表３１ 追加後の支払意志額、支払可能額の比較

区 分
サンプ
ル数

追加後の支払意志額
（ソル）

支払可能額
（ソル）

支払可能額／追加後の支払意
志額 （％）

上水道 下水道 総 額 上水道 下水道 総 額 上 水 道 下 水 道 総 額

合 計 １，０００

上水道 １，０００ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９ １８．７～
２４．９

６．９～
９．２

２５．６～
３４．１

５４．４％～
７２．５％

４３．６％～
５８．１％

５１．０％～
６７．９％

グループ１ ２９５ ２４．１８ ― ― ― ― ― ― ―

グループ２ ７０５ ２９．６１ ― ― ― ― ― ― ―

下水道 １，０００ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９ １８．７～
２４．９

６．９～
９．２

２５．６～
３４．１

５４．４％～
７２．５％

４３．６％～
５８．１％

５１．０％～
６７．９％

グループ１ ３８３ ― １３．８２ ― ― ―

グループ２ ２７４ ― １４．９７ ― ― ―

グループ３ ３４３ ― １１．０４ ― ― ―

区 １，０００ ３４．３５ １５．８４ ５０．１９ １８．７～
２４．９

６．９～
９．２

２５．６～
３４．１

５４．４％～
７２．５％

４３．６％～
５８．１％

５１．０％～
６７．９％

Belen ２５１ ３７．４５ １８．７５ ５６．２０ ― ―

Iquitos ４９８ ３２．０７ １４．４８ ４６．５５ ― ―

Punchana １５１ ３４．２７ １４．５７ ４８．８４ ― ―

San Juan １００ ３８．８４ ２０．７０ ５９．５４ ― ―

注）追加後の支払意志額とは、現在の支払額と、アンケート調査から導出された追加的な支払意志額の合計。
出所：SADEP調査団
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下水サービス費（推定ATP）�

上水サービス費（推定ATP）�

その他家計費�

家庭用品費�

被服費�

個人衛生用品費�

医療・薬品費�

教育・文化・娯楽費�

交通・通信費�

住宅費�

食　費�

構成比（％）�

25.00 50.000.00 5.00 10.00 15.00 20.00 30.00 35.00 40.00 45.00

2.57

0.71～0.95

1.75

1.92～2.56

3.08

3.60

3.80

5.34

9.66

18.34

49.23

る。

� また、これらの範囲は追加後の支払意志額

総額（上 水 道：３４．３５ソ ル／月、下 水 道：

１５．８４ソル／月）を大きく下回り、イキトス

市のユーザーはCVM調査において、比較的

高い支払意志総額を表明しているものの、そ

の支払可能額は限られている。

� 仮に料金引き上げの可能性があるとすれ

ば、近い将来、調査対象地域の所得水準が向

上し支払可能額が増加することが必要であ

る。また、現在の低い料金徴収率を向上する

ことにより、現在十分に上下水道料金を支

払っていない受益者の潜在的な支払意志額を

顕在化させることも可能であろう（なお、料

金引上げの前提として経営改善によるコスト

削減も必要）。

第３章 結 語

CVMは消費者理論に基づいて、「環境が改善さ

れる前の現状から改善された後の仮想的状態への

効用の変化」を貨幣価値で評価し、環境改善サー

ビスに対する人々の支払意志額を推定する手法で

ある。推定される支払意志額は、あくまでも回答

者によって伝えられた「仮想的」シナリオに基づ

いて表明された支払意志額であり、CVMによる

支払意志額の推定結果がそのまま現実の環境改善

サービスの料金体系にそのまま反映できるとは限

らない。しかし、CVMによって推計された支払

意志額は、費用対効果分析や料金設定のための重

要な基礎データを提供するものであり、政府が上

下水道セクターに関する政策を立案する際、ある

図表３２ 上下水道サービスに対する推定支払可能額と他の家計費との比較

出所：INEI（２００１）等よりSADEP調査団

図表３３ 支払意志額、支払可能額、現行支払い
上下水道料金の比較

項 目
追加後の支払意
志額総額
（ソル／月）

支払可能額

（ソル／月）

現行支払
月額平均
（ソル／月）

水道料金 ３４．３５ １８．７０～２４．９０ ２０．８１

下水道料金 １５．８４ ６．９０～９．２０ ６．４８

総額 ５０．１９ ２５．６０～３４．１０ ２７．２９

出所：SADEP調査団
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いは複数の公共サービス間の資源配分を意志決定

する際に有用であろう。

また、上下水道セクターの財務的持続性を確保

するためには、受益者から適切な料金を徴収する

と共に、料金徴収率を高める必要がある。適切な

受益者負担、すなわち料金水準の決定には、受益

者、供給者の双方にとっての十分な裏付けが必要

である。CVMによる支払意志額の推計は需要サ

イド（受益者）に関するデータを提供する有効な

手法となりうる。

公共事業の多くはこれまで供給サイドのコスト

分析に重点が置かれてきた面があるが、民間の経

営手法の導入に際しては、需要サイド・市場原理

を重視した料金体系・受益者負担の原則が必須で

あり、CVMはこれらの原則を具体化するために

有効な調査手法であるともいえる。

このようにCVMは、政策決定段階、事業者も

しくはプロジェクトの財務的持続性の確保するた

めの有効なツールとなりうる。CVMの研究は欧

米を中心に進んできたが、開発途上国における大

規模な研究事例はまだ限られている。本調査では

イキトス市において１，０００サンプル規模の調査を

実施し、有効な結果を得た。料金水準の決定など

実務的活用にあたっては、需要曲線の導出や供給

サイドの分析、さらに費用対効果分析など課題が

残されているものの、具体的な事業を視野に入れ

た一つの試みと位置付けられよう。
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〈参考〉
商業ユーザー調査結果の分析

本論における調査の対象サンプルは、イキトス

市の一般上下水道サービスのユーザーである。し

かし、母集団の一部には商業ユーザーが含まれて

いるため、商業ユーザーを対象とした調査を追加

的に実施した。イキトス市における商業ユーザー

のほとんどは、自営業的な商店あるいはレストラ

ンといった比較的小規模な施設であり、大規模な

商業施設は一部のホテルを除き見当たらない。一

般家庭のユーザーと商業ユーザーは、上下水道公

社の料金体系では、明らかにDomesticとCom-

mercialとして別体系になっており、商業ユー

ザーは別階層としてサンプル抽出する必要があ

る。

第一回のプリテストにおいて試験的にランダム

に抽出した７５０のうち、商業ユーザーは６０サンプ

ル（８％）含まれていた。したがって、単純無

作為抽出で１，０００サンプルを抽出すれば、その

８％である８０世帯が商業ユーザーとして抽出さ

れることが予測されるが、８０サンプルでは支払意

志額の推定にはサンプル数が不足であり、別バー

ジョンで最低限のサンプル数の２００サンプルを対

象とした調査を実施することとし、商業ユーザー

用のプリテストも実施した。
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（１）商業ユーザーのプロファイルの要約

商業ユーザー２００サンプルのプロファイルを要

約すると以下のとおりである。

・業種としては、レストラン・小売などの自営業

者が大部分を占めており、最多従業員数は２５

人、平均従業員数は２．９人と、ほとんどの商業

ユーザーはごく小規模な自営業である。

・月の上水道使用量は、最大で約１５万リットル、

平均で約１万２，０００リットルである。月の上水

道料金支払額は、最大で３００ソル、平均で３３．９

ソルであった。

・平均給水時間は１１．０５時間と、一般ユーザーと

同様に給水制限を受けている。このため、専用

の井戸などの自家水源を確保している事業主も

みられた。

・月の下水道料金支払額は、最大で１００ソル、平

均で１１．１ソルであった。

・他の公共料金として、電気料金を月額最大

２，５００ソル支払っている事業主が報告されてい

る。

（２）支払意志額の推定

商業ユーザーに関しては、二項選択方式ではな

く、支払いカード方式による支払意志額の調査で

あるので、支払意志額は通常の統計処理によって

代表値が推定される。商業ユーザー２００サンプル

の支払意志額の代表値を求めるために、サンプル

全数および支払意志額の上位５％を裾切りした

場合の平均値・中央値・標準偏差をそれぞれ算出

した。これらの基本統計値から、商業ユーザーの

場合、サンプル数が少なく業種により支払意志額

の範囲が大きく変化することなどを考慮し、支払

意志額の代表値は全数の中央値を採用することと

した。

この結果、商業ユーザーにおける上水道サービ

スの支払意志額の代表値は、上水道に接続してい

ないグループ１の事業体が月額２０．０ソル、上水

道に既に接続しているグループ２の事業体が月額

４．０ソルと推定された。（図表３４）

また、下水道サービスの支払意志額の代表値

は、下水道に接続していないグループ１の事業体

が月額５．０ソル、下水道に接続しているものの

オーバーフローなどによって完全なサービスが受

けられていないグループ２が月額１．５ソル、下水

道が完全に機能しているものの、下水道の終末処

理場がないために周辺環境の改善のために支払意

志を持ち、周辺河川の環境改善に価値を置くグ

ループ３が月額１．５ソルと推定された。（図表３５）

図表３４ 商業ユーザーの支払意志額代表値推定（上水道サービス）

項 目 統 計 値 受益者全体
上水道グループ

グループ１ グループ２

サンプル数 ２００ １３ １８７

全数 平均値 ５．５４ １９．６２ ４．５４

標準偏差 ０．０４ ０．８８ ０．０３

９５％信頼区間 ４．５４～６．５４ １３．３９～２５．８４ ３．７３～５．３５

中央値 ５．００ ２０．００ ４．００

支払意志額上位５％除外 平均値 ４．４５ １９．６２ ３．８３

標準偏差 ０．０３ ０．８８ ０．０３

９５％信頼区間 ３．６９～５．２２ １３．３９～２５．８４ ３．１４～４．６３

中央値 ４．５０ ２０．００ ０．００

出所：SADEP調査団
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項 目 統 計 値 受益者全体
下水道グループ

グループ１ グループ２ グループ３

サンプル数 ２００ １８ ６６ １１６

全数 平均値 ２．２６ ５．５６ ２．４２ １．６６

標準偏差 ０．０１ ０．１２ ０．０４ ０．０１

９５％信頼区間 １．９３～２．５９ ４．５４～６．５７ １．７３～３．１２ １．３６～１．９５

中央値 ２．００ ５．００ １．５０ １．５０

支払意志額上位５％除外 平均値 １．９１ ５．５６ ２．０３ １．５１

標準偏差 ０．０１ ０．１２ ０．０３ ０．０１

９５％信頼区間 １．６５～２．１７ ４．５４～６．５７ １．５０～２．５６ １．２４～１．７９

中央値 ２．００ ５．００ １．００ １．００

出所：SADEP調査団

図表３５ 商業ユーザーの支払意志額代表値推定（下水道サービス）

34 開発金融研究所報


